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独立行政法人国立環境研究所 憲章 

平成１８年４月１日

 

• 国立環境研究所は、今も未来も人びとが健やかに暮らせる環境をまもりはぐ

くむための研究によって、広く社会に貢献します。  

• 私たちは、この研究所に働くことを誇りとしその責任を自覚して、自然と社

会と生命のかかわりの理解に基づいた高い水準の研究を進めます。  
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１．平成２０年度奨励研究

５
の
数

４
の
数

３
の
数

２
の
数

１
の
数

評
価
人
数

（前期募集分）

細川剛
擬似基底膜基質を用いた気道上皮組織幹細胞の分化能力保
持培養方法の開発

２年間
(20～21)

3,000 3 13 6 0 0 22

林誠二
高窒素負荷を受ける森林集水域の林内環境が窒素流出抑制
に及ぼす影響

２年間
(20～21)

3,000 4 9 7 1 0 21

中路達郎
根圏の有機物組成・分解過程の非破壊モニタリング手法の開
発－短波長赤外ハイパースペクトル画像の利用－

１年間 2,000 3 11 6 1 0 21

加藤秀樹
交通流シミュレーションを用いたエコドライブ普及施策の評価
に関する研究

１年間 3,000 2 10 7 2 0 21

武内章記
水銀同位体比の分析法開発と水銀の長距離輸送特性解明
への応用

１年間 2,800 2 8 8 3 0 21

小瀬知洋 縮合型リン系難燃剤の使用過程における分解に関する検討 １年間 3,000 1 10 8 3 0 22

杉田考史
硝酸塩素を用いた極成層圏雲の不均一反応過程に関する研
究

１年間 1,840 0 9 10 2 0 21

西村典子
発生分化段階における核内受容体（AhR）の分化制御メカニ
ズムと環境化学物質ダイオキシンの毒性発現機構の解析

１年間 3,000 0 10 7 5 0 22

下野綾子 地域と連携し遺伝的多様性に配慮した希少植物の保全 １年間 2,000 2 5 10 5 0 22

小計 23,640

長期モニ
タリング

（
継
続
）

堀口敏宏
東京湾における底棲魚介類群集の動態に関する長期モニ
タリング

５年間
(19～23)

10,000 0 9 1 0 0 11

小計 10,000
（後期募集分）

大村佳代
急性冠症候群発症リスクにおける環境因子と個人レベルの
修飾因子に関する疫学的検討

１年間 1,422 3 12 5 1 0 21

高津文人
硝酸イオン中の窒素、酸素安定同位体比による河川での窒
素負荷源の特定と流出プロセスの解明

１年間 2,000 2 12 6 0 0 20

鈴木武博 マイクロRNAを用いたヒ素の健康影響検出法の開発 １年間 1,850 1 14 6 0 0 21

橋本光一郎 鳥類個体群の増殖への卵母細胞の利用 １年間 2,000 2 11 8 0 0 21

青柳みどり
日本の成人男女の環境問題重要度認識に関する時系列調
査

１年間 3,040 0 14 5 1 0 20

今里栄男 鳥類iPS細胞(人工多能性幹細胞)の作成及び機能解析 １年間 1,488 1 11 9 0 0 21

中村宣篤
シンデカン接着受容体を利用した第３世代基底膜構造体の創
製

２年間
(20～21)

1,500 0 10 11 0 0 21

小計 13,300
（
継
続
）

中嶋信美 マリモの遺伝的多様性と保全に関する研究
３年間

(19～21)
2,160 0 5 2 0 0 7

（評価対象１４課題、採択・継続決定８課題） 小計 2,160
平成２０年度合計　 49,100

先
見
的
・
萌
芽
的
研
究

（資料２）所内公募型研究制度の実施状況

タ
イ
プ

課題
代表者

研究課題名
研究
期間

年度
予算額
(千円)

事前評価結果

　年度２回の募集により、先見的・萌芽的研究１７題、長期モニタリング　課題の計１課題を実施した（この
うち、前期募集分は前年度に課題採択された１０件、後期募集分は本年度に課題採択された８件である）。

先
見
的
・
萌
芽
的
研
究
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２．平成２１年度特別研究

　特別研究７課題を採択した。

５
の
数

４
の
数

３
の
数

２
の
数

１
の
数

評
価
人
数

内田昌男
日本における土壌炭素蓄積機構の定量的解明と温暖化影
響の実験的評価

３年間
(20～22)

20,000 3 12 6 0 0 21

珠坪一晃
資源作物由来液状廃棄物のコベネフィット型処理システ
ムの開発

３年間
(20～22)

20,000 3 12 6 0 0 21

持立克身
ＥＢを用いた発生分化毒性学に特化したマトリックスの
開発

３年間
(20～22)

12,000 1 12 8 0 0 21

桑名貴 発生工学を用いた新規の鳥類人工繁殖手法
３年間

(20～22)
20,000 0 12 7 0 0 19

橋本俊次
微量環境汚染物質の網羅分析―有機ハロゲン系化合物の
検索・同定と高精度・迅速定量法の開発―

３年間
(20～22)

46,000 3 8 7 2 0 20

日引聡
全球水資源モデルとの統合を目的とした水需要モデル及
び貿易モデルの開発と長期シナリオ分析への適用

３年間
(20～22)

22,500 2 9 8 1 0 20

高見昭憲 二次生成有機エアロゾルの環境動態と毒性に関する研究
３年間

(20～22)
20,000 1 11 7 1 0 20

（評価対象１４課題、採択７課題）
合計 ######

３．平成２１年度奨励研究

　先見的・萌芽的研究１０課題、長期モニタリング１課題の計１１課題を採択・継続決定した。

５
の
数

４
の
数

３
の
数

２
の
数

１
の
数

評
価
人
数

（
継
続
）

林誠二
高窒素負荷を受ける森林集水域の林内環境が窒素流出抑制
に及ぼす影響

２年間
(20～21)

3,000 1 6 1 0 0 8

小計 3,000

渡邉英宏
高磁場MRIを用いたヒト脳内非侵襲代謝物定量計測法の研
究

１年間 3,000 5 11 0 0 0 16

河地正伸
初めて東京湾に出現した有害植物プランクトンChattonella
marinaの定着と拡散経路の解析

１年間 2,780 2 12 5 0 0 19

高澤嘉一
多連自動サンプリング装置の開発と大気中の残留性有機汚
染物質のモニタリングへの適用

１年間 3,000 2 8 7 0 0 17

中島英彰
シベリアにおけるオゾンゾンデマッチ観測による春季極域オゾ
ン破壊量の定量化

１年間 3,000 0 11 7 0 0 18

加藤和浩
同位体希釈法によるウルトラマイクロスケール放射性炭素分
析法の開発

１年間 3,000 0 10 7 0 0 17

西村典子
アテローム性動脈硬化症および骨粗鬆症を指標とするダイオ
キシン類の老化促進に関する分子生物学的解析

１年間 2,950 0 9 8 0 0 17

川嶋貴治 鳥類卵母細胞の体外成熟および体外受精に関する研究 １年間 3,000 0 10 8 1 0 19

吉兼光葉
トンボ中のフッ素系界面活性剤蓄積傾向調査と環境モニタリ
ングへの活用

１年間 2,650 1 7 8 1 0 17

井上真紀
外来アリのスーパーコロニーにおける遺伝的構造とコロニー
間闘争の関係解明

１年間 2,000 0 7 8 2 0 17

小計 25,380

長期モニ
タリング

（
継
続
）

堀口敏宏
東京湾における底棲魚介類群集の動態に関する長期モニ
タリング

５年間
(19～23)

10,000 0 8 0 0 0 8

小計 10,000

（評価対象１７課題、採択・継続決１１課題） 合計 38,380

【評価】
５　大変優れている 
４　優れている 
３　普通（研究の実施は可とする）  
２　やや劣る
１　劣る

先
見
的
・
萌
芽
的
研
究

研究課題名
研究
期間

タ
イ
プ

ユ
ニ
ッ

ト
基
盤

事前評価結果

研究課題名
研究
期間

年度
予算額
(千円)

事前評価結果

タ
イ
プ

課題
代表者

課題
代表者

年度
予算額
(千円)
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企
業

独
法
等

大
学
等

そ
の
他

1 生ゴミの資源・循環システム技術の開発・評価に関する研究 ●

2 生活排水対策としての新たな浄化槽の標準評価方法の開発研究 ●

3
海域の油汚染に対する環境修復のためのバイオレメディエーション技術と生態系
影響評価手法の開発

●

4 定量的構造活性相関（QSAR）手法を用いた化学物質生体毒性予測手法の開発 ●

5 GOSAT/CAIを利用したエアロゾルと雲情報の抽出に関する研究 ●

6 ミセル分配系を利用した環境中有害物質の除去 ●

7
遺伝子組み換え作物から近縁野生種への遺伝子浸透における組み替え遺伝子座の
影響

●

8 生物微弱発光を応用した化学物質生態リスク評価手法の研究 ●

9 東京湾におけるマコガレイ仔稚魚の加入変動の解明に関する共同研究 ●

10 マイクロバブルを利用した湖沼などの閉鎖性水域の環境改善に関する研究 ●

11 室内環境及び製品中の有機臭素系難燃剤の挙動調査に関する共同研究 ●

12
新規分泌ルシフェラーゼを利用した環境ホルモンバイオアッセイ法の改良に関す
る研究

●

13 BAP装置内の細胞環境の至適化 ●

14 森林における炭素循環機能に関する観測研究 ● ●

15 マイクロアレイを用いた新規環境リスク評価手法の開発 ●

16
化学的・生物学的評価法を併用した水中有毒有機汚染物質の放射線照射処理技術
の開発

●

17 温泉保護政策に資する定性的かつ定量的な温泉流動モデルの構築 ●

18 「自動車排出ガスに起因するナノ粒子の生体影響」に関する共同研究に係る覚書 ●

19 デポジット制度の調査・比較研究 ●

（資料３）平成２０年度共同研究契約について

区分

番
号

共同研究課題名
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企
業

独
法
等

大
学
等

そ
の
他

区分

番
号

共同研究課題名

20 生態毒性の定量的構造活性相関（QSAR）手法に関する研究 ●

21 GOSATデータ処理プロダクトの誤差評価に関する研究 ●

22 海洋における溶存炭素中の放射性炭素測定と炭素循環研究 ●

23 環境化学物質の影響を測定した遺伝子発現データ解析に関する研究（継続） ●

24 貿易の自由化が環境負荷に及ぼす影響の実証研究 ●

25
野鳥由来検体を用いたLAMP法によるA型インフルエンザウィルス検出に関する研
究

●

26 バイオアッセイ法による石炭灰の有効利用のための環境リスク評価技術の研究 ●

27 やんばる生態系の有機水銀解明 ●

28 大量ジョブの効率的な処理方式に関する研究 ●

29 有機系廃棄物の水蒸気ガス化・改質による水素製造技術開発 ●

30
東シナ海の水塊構造とプランクトン生態系を介した親生物元素の循環に関する研
究

●

6 8 11 6

注

独法等：　国立試験研究機関、独立行政法人

大学等：　国立大学法人、大学共同利用機関法人、公立大学、学校法人

その他：　公益法人、地方公共団体研究機関

共同研究課題数（30件）は、同一課題で複数の機関と契約を締結しているものがあるため、区分毎の数の合計（31
件）とは合致しない。

合計
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平成２１年３月３１日現在
担当者 国環研担当者
（所属） （所属） Ａ･Ｂ･Ｃ α・β

永洞真一郎
（環境保全部）

In vitro バイオアッセイを用いる河川及び大
気の曝露モニタリングに関する基礎的研究

白石不二雄
（リスク）

Ｂ α 3年

姉崎克典
（環境保全部）

ダイオキシン類及びPCBsの発生源解析に関す
る研究

橋本俊次
（化学）

Ｂ β 3年

五十嵐聖貴
（環境科学部）

摩周湖の透明度変化に関する物理・化学・生
物学的要因解析

田中　敦
（化学）

Ｂ β 3年

三上英敏(環境保全
部水質環境科)

釧路湿原シラルトロ沼の環境劣化とその原因
の究明

高村典子
（リスク）

Ｂ β 3年

岩手県環境保健
研究センター

高橋　悟
（衛生科学部）

In vitro バイオアッセイを用いる河川及び大
気の曝露モニタリングに関する基礎的研究

白石不二雄
（リスク）

Ｂ α 3年

大金仁一
（水環境部）

In vitro バイオアッセイを用いる河川及び大
気の曝露モニタリングに関する基礎的研究

白石不二雄
（リスク）

Ｂ α 3年

佐々木久雄
（水環境部）

地球温暖化がもたらす日本沿岸域の水質変化
とその適応策に関する研究

牧　秀明
（水土壌）

Ｃ β 3年

北村洋子
（大気環境部）

北東部太平洋側における降水中の鉛同位体比
測定によるアジア大陸からの越境大気汚染の
調査

向井人史
（地球Ｃ）

B β 3年

山形県環境科学
研究センター

大岩敏男
（水環境部）

In vitro バイオアッセイを用いる河川及び大
気の曝露モニタリングに関する基礎的研究

白石不二雄
（リスク）

Ｂ α 2年

新潟県保健環境
科学研究所

武　直子
（調査研究室）

新潟県におけるオゾン高濃度現象の解明
大原利眞
（アジア)

Ｂ β 3年

大谷仁己（水資
源・環境ｸﾞﾙｰﾌﾟ）

In vitro バイオアッセイを用いる河川及び大
気の曝露モニタリングに関する基礎的研究

白石不二雄
（リスク）

Ｂ α 3年

飯島明宏（調査研
究ｸﾞﾙｰﾌﾟ）

アンチモンを指標とした沿道大気における自
動車由来粒子状汚染物質の評価

大原利眞・
長谷川就一
（アジア）

Ｂ β 3年

福島県環境セン
ター

古山友美（調査分
析ｸﾞﾙｰﾌﾟ）

猪苗代湖湖水のｐH上昇の原因調査
田中　敦
（化学）

Ｂ β 2年

茨城県霞ヶ浦環
境科学ｾﾝﾀｰ

糟谷正雄（大気環
境研究室）

関東地域における広域大気汚染のモデル研究
大原利眞
（アジア)

Ｂ β 3年

岡崎　淳
（企画情報室）

オゾンによる植物被害とその分子的メカニズ
ムに関する研究

青野光子・
久保明弘
（生物）

Ｃ β 2年

小林広茂
（水質地質部）

沿岸性植物プランクトンの自動画像解析シス
テムの開発研究

河地正伸
（生物）

Ｂ α 3年

半野勝正(廃棄物・
化学物質研究室)

水生生物等を用いた最終処分場浸出水の簡易
管理手法の開発

山田正人
(循環C）

Ｂ α 3年

米持真一
（大気環境）

関東地域における広域大気汚染のモデル研究
大原利眞
（アジア）

Ｂ β 3年

倉田泰人・川嵜幹
生（廃棄物管理）

廃棄物の安定化に着目した品質評価技術の開
発

阿部誠・
山田正人
（循環C）

Ｂ β 3年

長森正尚・長谷隆
仁（廃棄物管理）

埋立地ガスならびに層内保有水を対象とした
最終処分場安定化モニタリング

山田正人・遠
藤和人（循環

C）
Ｂ β 3年

渡辺洋一・磯部友
護・小野雄策（廃

棄物管理）

循環型社会物流システムに適合した最終処分
手法の開発

山田正人
・朝倉宏
（循環C）

Ｂ β 3年

秋山　薫
（調査研究科）

関東地域における広域大気汚染のモデル研究
大原利眞
（アジア）

Ｂ β 3年

山本　央（分析研
究科）

ＰＣＢの迅速測定法に関する研究
橋本俊次
（化学）

Ｂ β 1年

西野貴裕・佐々木
裕子

（分析研究部）
PFOS、PFOAの環境実態把握及び汚染源の推定

高澤嘉一・
柴田康行
（化学）

Ｂ β 3年

武田麻由子
（環境保全部）

ブナ林衰退地域における総合植生モニタリン
グ手法の開発

清水英幸
（アジア）

Ｃ β 3年

福井　博
（環境技術部）

最終処分場の安定度判定に関する研究
山田正人・
遠藤和人
（循環C)

Ｂ β 2年

川崎市公害研究
所

柾　一成
（都市環境研究）

川崎市における技術・政策シナリオづくりに
向けた統合的データベースの設計と構築研究

藤田　壮
（アジアＧ）

Ｂ β 3年

千葉県環境研究
センター

埼玉県環境科学
国際センター

(財)東京都環境
整備公社東京都
環境科学研究所

神奈川県環境科
学センター

群馬県衛生環境
研究所

北海道環境科学
研究センター

宮城県保健環境
センター

（資料４）平成２０年度地方環境研究所等との共同研究応募課題一覧

内訳：２７機関５７課題

地環研機関名 課題名 研究期間
タイプ
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担当者 国環研担当者
（所属） （所属） Ａ･Ｂ･Ｃ α・β

地環研機関名 課題名 研究期間
タイプ

樋口澄男
（環境保全部）

湖沼における野生絶滅・絶滅危惧車軸藻類の
保全と復元に関する研究

笠井文絵
（生物）

Ｂ β 2年

小澤秀明
（環境保全部）

環境試料中のダイオキシン類および関連物質
の分析法に関する研究

橋本俊次・
伊藤裕康
（化学）

Ｂ β 2年

村上隆一
（環境保全部）

山岳地域における揮発性有機化合物の動態に
関する研究

横内陽子
（化学）

Ｂ β 3年

浜田　崇
（循環型社会部）

都市環境気候図（クリマアトラス）の内容充
実に向けた大気汚染、植物季節観測による環
境評価

一ﾉ瀬俊明
（社会）

Ｂ β 2年

中込和徳
（環境保全部）

鉛同位体比測定によるアジア大陸からの越境
大気汚染の定量化

向井人史
（地球Ｃ）

Ｂ β 3年

堀内孝信
（循環型社会部）

In vitro バイオアッセイを用いる河川及び大
気の曝露モニタリングに関する基礎的研究

白石不二雄
（リスク）

Ｂ α 3年

河合　渉
（環境科学部）

In vitro バイオアッセイを用いる河川及び大
気の曝露モニタリングに関する基礎的研究

白石不二雄
（リスク）

Ｂ α 3年

河合　渉
（環境科学部）

静岡県内の河川の酵母ツーハイブリッド・
アッセイ法による内分泌かく乱活性の評価

白石不二雄
（リスク）

Ｂ β 2年

溝口俊明・近藤隆
之（大気課）

富山県における降水中の鉛同位体比に関する
研究

向井人史
（地球C）

Ｂ β 3年

木戸瑞佳・近藤隆
之（大気課）

立山山域における大気エアロゾル粒子の化学
的特徴に関する研究

西川雅高
（基盤ラボ）

Ｂ β 3年

溝口俊明・木戸瑞
佳・近藤隆之・
（大気課）山崎敬
久（生活環境課）

ライダーを用いた黄砂エアロゾル飛来状況に
関する研究

杉本伸夫・
松井一郎
(大気)
清水　厚
（アジア）

Ｂ β 3年

福井県衛生環境
研究センター

田中宏和
（保健衛生部）

北陸地方における産業廃棄物最終処分場（管
理型）の安定化に関する研究

山田正人・
遠藤和人
（循環Ｃ）

Ｂ β 3年

大野隆史
（大気騒音部）

光化学オキシダントと粒子状物質等の汚染特
性解明に関する研究

大原利眞
（アジア）

Ｃ β 3年

榊原　靖・鎌田敏
幸（水質部）

水辺地域の生物の多様性に関する研究
高村典子（リ

スク）
Ｂ β 3年

朝日教智・榊原
靖（水質部）

土壌・地下水汚染物質の微生物分解に関する
研究

岩崎一弘
（水土壌）

Ｂ β 2年

山守英朋
（水質部）

In vitro バイオアッセイを用いる河川及び大
気の曝露モニタリングに関する基礎的研究

白石不二雄
（リスク）

Ｂ α ２年

日置　正
（大気課）

都市大気エアロゾルの発生源寄与解明のため
のレセプターモデルの高精度化

大原利眞・
長谷川就一
（アジア）

Ｂ β 3年

日置　正
（大気課）

日本海沿岸で採取したエアロゾル及び降水中
の微量金属及び鉛同位体による長距離輸送現
象の解析

向井人史
（地球Ｃ）

Ｂ β 3年

一二三純子
（環境衛生課）

In vitro バイオアッセイを用いる河川及び大
気の曝露モニタリングに関する基礎的研究

白石不二雄
（リスク）

Ｂ α 3年

大阪府環境農林
水産総合研究所

和田峻輔
（環境情報部）

ライダー観測データを用いた近畿地方の対流
圏大気環境の調査

西川雅高
（基盤ラボ）

Ｂ β 1年

兵庫県立健康環
境科学研究ｾﾝﾀｰ

北本寛明
（安全科学部）

In vitro バイオアッセイを用いる河川及び大
気の曝露モニタリングに関する基礎的研究

白石不二雄
（リスク）

Ｂ α ２年

初田亜希子
（水環境室）

藻場の生態系機能による海域再生研究
矢部徹
（生物）

Ｃ β ５年

福田武史
（食品衛生室）

In vitro バイオアッセイを用いる河川及び大
気の曝露モニタリングに関する基礎的研究

白石不二雄
（リスク）

Ｂ α 3年

福岡県保健環境
研究所

田中義人
（環境化学部）

微細藻類が生産する有毒物質の分析に関する
研究

佐野友春
（基盤ラボ）

Ｂ α ３年

北九州市環境科
学研究所

原口公子
（環境研究課）

In vitro バイオアッセイを用いる河川及び大
気の曝露モニタリングに関する基礎的研究

白石不二雄
（リスク）

Ｂ α 3年

長崎県環境保健
研究センター

古賀康裕
（環境科）

ライダーによる黄砂現象解明に関する研究
西川雅高

（基盤ラボ）
Ｂ β 1年

鹿児島県環境保
健センター

末吉恵子
（環境保健部）

In vitro バイオアッセイを用いる河川及び大
気の曝露モニタリングに関する基礎的研究

白石不二雄
（リスク）

Ｂ α 3年

鳥取県生活環境
部衛生環境研究
所

京都府保健環境
研究所

長野県環境保全
研究所

静岡県環境衛生
科学研究所

富山県環境科学
センター

名古屋市環境科
学研究所
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担当者 国環研担当者
（所属） （所属） Ａ･Ｂ･Ｃ α・β

地環研機関名 課題名 研究期間
タイプ

宮城俊彦
（環境科学班）

亜熱帯域島嶼における最終処分場の安定化メ
カニズム解明に関する研究

山田正人
(循環Ｃ）

Ｂ β ３年

仲宗根一哉
（環境科学班）

サンゴ礁に対する地球規模及び地域規模スト
レスの影響評価

山野博哉
（地球Ｃ）

Ｂ α ３年

大城直雅
（環境科学班）

微細藻類が生産する有毒物質の分析に関する
研究

佐野友春
（基盤ラボ）

Ｂ α ３年

　　β：地方環境研究所の研究者が申請する場合

B型共同研究：地環研等と国環研の研究者の協議により、共同研究計画を定め、それに従って各々の研究所において研究を実施す
るもの。

C型共同研究：全国環境研協議会からの提言を受けて、国環研と複数の地環研等の研究者が参加して共同研究を実施するもの。

＊研究タイプα、β

　　α：国立環境研究所の研究者が申請する場合

＊研究タイプＡ～Ｃ

A型共同研究：地環研等の研究者が自治体における国内留学制度を利用し、国環研において原則として1ヶ月以上にわたり共同で研
究を実施するもの。

沖縄県衛生環境
研究所
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（資料５）大学との交流協定等一覧 

 

 

＜連携大学院方式による教育・研究協力＞ 

 

 国立大学法人名古屋大学大学院環境学研究科の教育研究への協力に関する

協定書、平成２０年３月５日 

 

 （国立大学法人神戸大学と独立行政法人国立環境研究所との）教育・研究協

力に関する協定書、平成１９年４月１日 

 

 国立大学法人横浜国立大学大学院環境情報学府・研究院の教育研究に対する

連携・協力に関する協定、平成１８年４月１日 

 

 学校法人東洋大学と独立行政法人国立環境研究所との協力に関する協定書、

平成１７年１０月１日 

 

 東京大学大学院新領域創成科学研究科の教育研究協力に関する協定書、平成

１７年１０月１日 

 

 国立大学法人東北大学大学院博士課程の教育研究への協力に関する協定書、

平成１７年７月２９日 

 

 国立大学法人長岡技術科学大学と独立行政法人国立環境研究所との教育研

究に係る連携・協力に関する協定書、平成１６年９月１５日 

 

 東北大学大学院環境科学研究科の連携講座に関する基本協定書、平成１５年

７月１日、平成２１年１月９日改定 

 

 北陸先端科学技術大学院大学の教育研究に対する連携・協力に関する協定書、

平成１５年３月３１日締結、平成１７年１１月１１日改定 

 

 （千葉大学との）教育・研究の連携・協力に関する協定書、平成１３年５月

１日締結、平成１９年４月１日改定 

 

 金沢工業大学及び国立環境研究所の教育研究協力に関する協定書、平成１２

年９月１日 
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 東京大学農学生命科学研究科の教育研究指導等への協力に関する協定書、平

成１２年７月５日締結、平成１８年４月１日改定 

 

 東京工業大学と独立行政法人国立環境研究所との教育研究に対する連携・協

力に関する協定書、平成１０年１１月２６日締結、平成１６年４月１日改定 

 

 国立大学法人筑波大学と独立行政法人国立環境研究所の連携大学院に関す

る協定書、平成４年３月３１日締結、平成１９年４月１日改定 

 

＜その他の教育・研究協力＞ 

 

 国立大学法人北海道大学と独立行政法人国立環境研究所との間のグローバ

ル COE プログラムの実施に係る連携・協力に関する覚書、平成２０年２月８

日 

 

 国立大学法人横浜国立大学と独立行政法人国立環境研究所との間のグロー

バル COE プログラムの実施に係る連携・協力に関する覚書、平成１９年２月

１４日締結 

 

 国立大学法人横浜国立大学と独立行政法人国立環境研究所との協力に関す

る包括協定書、平成１７年３月１５日 

 

 （上智大学との）学術交流及び友好協力に関する協定書、平成１６年１２月

１７日 

 

 （京都大学大学院地球環境学舎との）インターンシップに関する一般的覚書、

平成１４年４月２５日 
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委　　嘱　　元 委　　嘱　　名

国立大学 , ,

愛媛大学 非常勤講師(地球温暖化と大気環境) 菅田　誠治 , ,

愛媛大学沿岸環境科学研究センター　 客員研究員 柴田　康行 , 野馬　幸生 , 原島　省

愛媛大学沿岸環境科学研究センター　 客員研究員 堀口　敏宏 , 滝上　英孝

横浜国立大学 非常勤講師(環境汚染リスクの評価と対策技術演習) 田崎　智宏 , ,

横浜国立大学大学院 客員教授 川本　克也 , 秋吉　英治

岐阜大学 グローバルCOEプログラム連携・協力者 三枝　信子 , ,

宮崎大学 非常勤講師(衛生学) 鑪迫　典久 , ,

京都大学生存圏研究所 生存圏データーベース全国・国際共同利用専門委員会委員 中島　英彰 , ,

京都大学大学院 客員教授 大原　利眞 , ,

京都大学大学院 非常勤講師(環境マネジメントセミナー) 安岡　善文 , ,

京都大学東南アジア研究所 学外研究協力者 大塚　柳太郎 , ,

九州大学大学院 循環型社会システム工学研究センター客員教授 森口　祐一 , ,

九州大学産学連携センター 客員教授 内山　政弘 , ,

熊本大学イノベーション推進機構 非常勤講師(産学官地域連携部門) 井上　雄三 , ,

広島大学大学院 広島大学大学院工学研究科外部評価委員 木幡　邦男 , ,

広島大学大学院 非常勤講師(環境科学B特論) 梁　乃申 , ,

広島大学大学院 非常勤講師(環境工学特別講義Ⅱ) 木幡　邦男 , ,

神戸大学大学院 教授 中根　英昭 , 今村　隆史

神戸大学大学院 非常勤講師(気象海洋学特論Ⅱ) 野沢　徹 , ,

静岡大学電子工学研究所 客員教授 久米　博 , ,

千葉大学 学術推進企画室共同利用・共同研究拠点支援・評価専門部会委員 安岡　善文 , ,

千葉大学 非常勤講師(衛生薬学I) 小林　弥生 , ,

千葉大学 非常勤講師(保健学Ⅱ) 田村　憲治 , ,

千葉大学環境リモートセンシング研究センター 千葉大学環境リモートセンシング研究センター運営協議会委員 笹野　泰弘 , ,

千葉大学大学院 非常勤講師(環境物質学) 青木　康展 , 平野　靖史郎 , 塚原　伸治

千葉大学大学院 非常勤講師(環境分析化学) 野原　精一 , ,

千葉大学普遍教育センター 非常勤講師(地球環境の行方を知る) 五箇　公一 , ,

大阪大学大学院 熱分解バイオオイルによる都市環境再生モデル検討会検討員 大迫　政浩 , ,

大阪大学大学院 非常勤講師(科学技術論B) 野尻　幸宏 , ,

筑波大学 つくば3Eフォーラム実行委員会委員 安岡　善文 , ,

筑波大学 学位論文審査委員会委員(副査) 稲葉　一穂 , 岩崎　一弘 , 牧　秀明

筑波大学 学位論文審査委員会委員(副査) 大村　佳代 , ,

筑波大学 非常勤講師(21世紀の環境・エネルギー問題と科学・技術の役割) 山形　与志樹 , ,

筑波大学 非常勤講師(地生態学) 今井　章雄 , 福島　路生

筑波大学大学院 非常勤講師(自然地理学特講Ⅱ) 一ノ瀬　俊明 , ,

筑波大学大学院 非常勤講師(水資源再生工学) 板山　朋聡 , ,

筑波大学大学院 非常勤講師(電子･物理工学特別講義IV) 三森　文行 , ,

筑波大学大学院 連携大学院方式に係る教員(教授) 大原　利眞 , 笠井　文絵 , 中嶋　信美

筑波大学大学院 連携大学院方式に係る教員(教授) 藤巻　秀和 , 松永　恒雄

筑波大学大学院 連携大学院方式に係る教員(准教授) 松永　恒雄 , 河地　正伸 , 玉置　雅紀

筑波大学大学院 連携大学院方式に係る教員(准教授) 松橋　啓介 , ,

筑波大学産学リエゾン共同研究センター 客員研究員 河地　正伸 , ,

氏　　　名

(資料６）　大学の非常勤講師等委嘱状況
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委　　嘱　　元 委　　嘱　　名

長岡技術科学大学大学院 客員准教授 珠坪　一晃 , ,

長崎大学 非常勤講師(環境科学特別講義A) 鑪迫　典久 , ,

島根大学汽水域研究センター 島根大学汽水域研究センター協力研究員 矢部　徹 , ,

島根大学大学院 地域再生人材養成連携推進委会議委員 今井　章雄 , ,

東京医科歯科大学 非常勤講師(衛生学) 平野　靖史郎 , ,

東京外国語大学 非常勤講師(国際法学) 久保田　泉 , ,

東京工業大学大学院 客員教授 今村　隆史 , ,

東京工業大学大学院 非常勤講師(クリーンエネルギーシステム) 永島　達也 , ,

東京工業大学大学院 非常勤講師(環境モニタリングと情報化2) 横田　達也 , ,

東京工業大学大学院 非常勤講師(環境数値シミュレーション2) 大原　利眞 , ,

東京工業大学大学院 非常勤講師(最先端計測創造特別講義第二) 横田　達也 , ,

東京工業大学大学院 連携教授 野尻　幸宏 , 大迫　政浩

東京工業大学大学院 連携准教授 日引　聡 , 増井　利彦

東京大学 非常勤講師(システム科学特別講義Ⅰ) 竹中　明夫 , ,

東京大学 非常勤講師(環境リスク論) 鈴木　規之 , 堀口　敏宏 , 櫻井　健郎

東京大学 非常勤講師(環境保健学) 新田　裕史 , ,

東京大学大学院 客員教授 森口　祐一 , ,

東京大学大学院 客員准教授 亀山　康子 , 橋本　征二

東京大学大学院 兼任教員(教授) 高村　典子 , ,

東京大学大学院 兼任教員(准教授) 青柳　みどり , ,

東京大学大学院 博士学位論文審査委員会委員 安岡　善文 , 高見　昭憲 , 山野　博哉

東京大学大学院 非常勤講師(レギュラトリーサイエンス) 鈴木　規之 , ,

東京大学大学院 非常勤講師(環境生態学特論) 堀口　敏宏 , ,

東京大学大学院 非常勤講師(自然環境保全論) 一ノ瀬　俊明 , ,

東京大学気候システム研究センター 客員准教授 江守　正多 , ,

東京大学気候システム研究センター 研究協議会委員 中根　英昭 ,

東京大学空間情報科学研究センター 研究協議会委員 笹野　泰弘 , ,

東京農工大学 非常勤講師(生物制御科学特論Ⅱ) 五箇　公一 , ,

東北大学大学院 教授 柴田　康行 , ,

東北大学大学院 非常勤講師(太陽地球環境学) 町田　敏暢 , ,

東北大学大学院 非常勤講師(地球環境変動学) 笹野　泰弘 , 中島　英彰

東北大学大学院 リサーチフェロー 中島　謙一 , ,

東北大学東北アジアセンター 外部評価委員会委員 安岡　善文 , ,

東北大学未来科学技術共同研究センター 客員教授 高野　裕久 , ,

北海道大学大学院 グローバルCOE特任教員人事選考委員会委員 高橋　潔 , ,

北海道大学大学院 非常勤講師(環境循環システム特別講義) 森口　祐一 , 藤田　壮

北陸先端科学技術大学院大学 客員教授 甲斐沼　美紀子 , 須賀　伸介

北陸先端科学技術大学院大学 客員准教授 藤野　純一 , ,

名古屋大学太陽地球環境研究所 運営協議会運営協議員 笹野　泰弘 , ,

名古屋大学太陽地球環境研究所 附属ジオスペース研究センター運営委員会運営委員 今村　隆史 , ,

名古屋大学大学院 招へい教員 高見　昭憲 , 野沢　徹 , 一ノ瀬　俊明

名古屋大学大学院 招へい教員 伊藤　昭彦 , ,

氏　　　名
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委　　嘱　　元 委　　嘱　　名

公立大学 , ,

京都府立医科大学 客員教授 高野　裕久 , ,

首都大学東京大学院 非常勤講師(生態学特論) 竹中　明夫 , ,

首都大学東京大学院 非常勤講師(地理科学特論Ⅰ/地理科学講究Ⅰ) 三枝　信子 , ,

山形県立産業技術短期大学校 非常勤講師(現代コミュニケーション論) 安岡　善文 , ,

奈良県立医科大学 住居医学評価委員会委員 高野　裕久 , ,

私立大学 , ,

関東学院大学・大学院 非常勤講師(環境衛生工学特論、都市衛生工学特殊講義、大気と環境) 川本　克也 , ,

金沢医科大学 非常勤講師(眼科学) 小野　雅司 , ,

慶応義塾大学 非常勤講師(応用物理学第一) 永島　達也 , ,

産業医科大学 非常勤講師(微生物学) 井上　雄三 , ,

自治医科大学医学部地域医療学センター 非常勤講師(環境医学、研究指導) 平野　靖史郎 , ,

上智大学 非常勤講師(地球環境と科学技術Ⅰ) 森口　祐一 , ,

上智大学 学位論文審査員 日引　聡 , ,

上智大学 非常勤講師(新環境概論Ⅱ) 日引　聡 , ,

上智大学 非常勤講師(地球環境学Ⅰ) 日引　聡 , ,

上智大学大学院 非常勤講師(環境研究のフロンティア) 森口　祐一 , 今村　隆史 , 木幡　邦男

上智大学大学院 非常勤講師(環境研究のフロンティア) 柴田　康行 , 竹中　明夫 , 植弘　崇嗣

上智大学大学院 非常勤講師(環境研究のフロンティア) 井上　雄三 , 野尻　幸宏 , 米元　純三

上智大学大学院 非常勤講師(環境研究のフロンティア) 江守　正多 , 甲斐沼　美紀子 , 西川　雅高

上智大学大学院 非常勤講師(環境研究のフロンティア) 五箇　公一 , ,

中央大学大学院 兼任講師(環境保健学、等) 小野　雅司 , ,

帝京科学大学 非常勤講師(植物・環境システムトピック - 前期) 佐治　光 , ,

東京理科大学 非常勤講師(エネルギー環境工学) 藤野　純一 , ,

東邦大学 非常勤講師(リモートセンシング) 松永　恒雄 , ,

東邦大学 非常勤講師(生物分子科学特論Ⅱ) 岩崎　一弘 , ,

東洋大学 非常勤講師(生態学) 多田　満 , ,

日本大学 非常勤講師(都市固形廃棄物) 井上　雄三 , ,

明治大学大学院 非常勤講師(生命科学特論Ⅷ) 中嶋　信美 , ,

立教大学大学院 兼任講師(生命理学特論) 永田　尚志 , ,

立正大学 非常勤講師(土壌環境学、土壌環境学実験) 広木　幹也 , ,

大学共同利用機関法人 , ,

自然科学研究機構国立天文台 自然科学研究機構国立天文台理科年表編集委員会委員 肱岡　靖明 , ,

情報・システム研究機構国立遺伝学研究所 生物遺伝資源委員会委員 笠井　文絵 , ,

情報・システム研究機構国立極地研究所 国立極地研究所プロジェクト研究・開発研究・萌芽研究の研究協力 内田　昌男 , ,

情報・システム研究機構国立極地研究所
国立極地研究所プロジェクト研究・開発研究・萌芽研究への研究協力(共同研究
者) プロジェクト研究(P4)

柴田　康行 , ,

情報・システム研究機構国立極地研究所
国立極地研究所プロジェクト研究・開発研究・萌芽研究への研究協力(共同研究
者) 開発研究(E10)

菅田　誠治 , ,

情報・システム研究機構国立極地研究所
国立極地研究所プロジェクト研究・開発研究・萌芽研究への研究協力「宇宙・大
気・海洋の相互作用からとらえる地球環境システムの融合型研究」

中島　英彰 , 横内　陽子

情報・システム研究機構国立極地研究所
国立極地研究所プロジェクト研究・開発研究・萌芽研究への研究協力「極域大気
－海洋－雪氷圏における物質循環の解明 」

中島　英彰 , ,

情報・システム研究機構国立極地研究所 南極観測委員会重点プロジェクト分科会委員 横内　陽子 , ,

情報・システム研究機構国立情報学研究所 運営会議委員 安岡　善文 , ,

情報・システム研究機構統計数理研究所 客員准教授 田崎　智宏 , ,

人間文化研究機構 人間文化研究機構教育研究評議会評議員 大塚　柳太郎 , ,

氏　　　名
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委　　嘱　　元 委　　嘱　　名

人間文化研究機構 人間文化研究機構長選考会議委員 大塚　柳太郎 , ,

人間文化研究機構 連携研究委員会委員 大塚　柳太郎 , ,

人間文化研究機構総合地球環境学研究所 研究プロジェクト評価委員会委員 大塚　柳太郎 , ,

人間文化研究機構総合地球環境学研究所 共同研究員 一ノ瀬　俊明 ，Shamil Maksyutov

人間文化研究機構総合地球環境学研究所 共同研究員 板山　朋聡 , ,

氏　　　名
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（資料７） 二国間協定等の枠組み下での共同研究 

 

我が国政府と外国政府間で締結されている二国間協定（科学技術協力及び環境保護協力分野）等の枠組みの下で、10

カ国を相手国として、合計41件の国際共同研究を実施している。また、外国機関との間で独自に覚え書き等を締結して国

際共同研究等を実施しているものが、13カ国、1国際機関を相手側として、27件ある。この他、21年1月に打ち上げられた

温室効果ガス観測技術衛星「いぶき」（GOSAT）のデータ質評価及びデータ利用研究促進を目的に行われた研究公募（第1

回）に係る共同研究協定は9カ国、28件ある。 

 

 

国   名 

 

課 題 名 

 

 

相手先研究機関名等 

 

北太平洋における大気・海水間の二酸化炭素交換の研究  海洋科学研究所  カナダ 

(2件) 
北太平洋海域における化学物質の動態解明  ブリティッシュコロンビア

大学  

中国の国情に合う排水処理プロセスの開発に関する研究  中国環境科学研究院  

中国の国情に合う高効率低コスト新排水高度処理技術の開発に関する研究  国家環境保護総局環境工程

研究所・清華大学  

中国の国情に合う土壌浄化法を組み込んだ生活排水高度処理システム開発に関する

研究  

中国科学院沈陽応用生態研

究所  

東アジアにおける酸性雨原因物質排出制御手法の開発と環境への影響評価に関する

研究 

国家環境保護総局 

中国大湖流域のバイオ・エコエンジニアリング導入による水環境修復技術開発に関す

る研究  

中国環境科学院  

ダイオキシンの発生源と汚染状況の解明等に関する研究  日中友好環境保全センター

貴州省紅楓湖、百花湖流域における生態工学を導入した富栄養化抑制技術の開発に関

する研究  

貴州省環境保護科学研究所

黄砂飛来ルートの解明に関する共同研究 日中友好環境保全センター

ヒ素汚染による健康影響に関する分子疫学的研究 中国予防医学院 

生活排水処理過程で発生する温室効果ガスの生物工学・生態工学を活用した抑制技術

の開発に関する研究 

上海交通大学環境科学与工

程学院 

中国のVOCs及びアンモニアの排出に関する研究 中国環境科学研究院  

中国  

(12件) 

水利構造物による准河流域の水環境劣化の実態把握と対策に関する研究 中国科学院地理科学資源研

究所陸地水循環と地表プロ

セス重点実験室 

酸性・環境汚染物質による生態系の汚染と影響に関する生物地球化学的研究 景観・生態学研究所 チェコ 

(2件) 
景観認識に関する研究 景観・生態学研究所 

植物の環境適応機構の分子生物学的研究 ピカルデイー大学 フランス 

(2件) 
大西洋及び太平洋域における微細藻類の多様性に関する研究 カーン大学 

定期航路船舶を利用した海洋汚染に関する研究  海洋研究所  

北東アジアにおける大気中の酸性・酸化性物質の航空機・地上観測  韓国科学技術研究院環境研

究センター  

北東アジアにおける大気汚染物質の長距離輸送と酸性沈着の観測に関する研究 国立環境研究院 

日本及び韓国に分布する造礁サンゴによる環境変動解析 海洋研究所 

両国における外来生物についての情報交換及び研究協力 国立環境研究院 

黄砂観測のための日韓LIDAR観測網におけるリアルタイムデータ交換システムの構築 国立気象研究所 

有害藻類の発生現況モニタリングと窒素、リン除去対策に関する研究  国立環境研究院  

韓国 

(8件)  

環境に起因する疾患の予防及び管理に関する研究 国立環境研究院 

ポーランド 

(1件) 

植物の大気環境ストレス耐性の分子機構に関する研究 育種馴化研究所 

凍土地帯からのメタン発生量の共同観測（環） 凍土研究所 ロシア 

(7件) 
湿地からのメタン放出のモデル化に関する共同研究（環） 微生物研究所 
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国   名 

 

課 題 名 

 

 

相手先研究機関名等 

シベリアにおける温室効果気体の航空機観測（環） 中央大気観測所 

シベリア生態系の影響を受けた温室効果気体の観測 大気光学研究所 

シベリアにおける温室効果気体の高度分布観測 大気光学研究所 

シベリアにおけるランド・エコシステムの温室効果ガス収支 ロシア科学アカデミー・微

生物研究所 

ロシア(続き) 

ハバロフスク地域の野生動物遺伝資源の保存 天然資源省ボロンスキ自然

保護区 

人間活動の増大に伴う重金属暴露の健康リスク評価  カロリンスカ研究所  スウェーデン 

(2件)  
地中海における海洋表層の二酸化炭素分圧測定 エーテボリ大学 

イギリス 

(1件) 

加速器質量分析法とクロマトグラフィーの結合による放射性核種測定方法の高度化

に関する共同研究 

オックスフォード大学 

海洋のCO2吸収量解明に向けた太平洋のCO2観測の共同推進 米国海洋大気局(NOAA) 

衛星による温室効果ガス観測に関する共同推進 ジェット推進研究所(NASA)

森林による炭素固定能力評価とその変動予測のためのフラックス観測共同実施 エネルギー省(DOE) 

アメリカ合衆国 

(4件) 

炭素、その他の温室効果ガス、エアロゾルの陸域／海洋での収支を推定するための大

気成分比較・標準化・相補観測 

米国海洋大気局(NOAA) 

（注）１．一部のプロジェクトについては採否が協議中のものがあり、数が確定していない。 

２．相手先研究機関名等は国際共同研究承認時点の旧組織名で示されている場合がある。 

 

16



(単位：　人）

職員 5

契約職員 NIESフェロー 9

NIESポスドクフェロー 12

NIESアシスタントフェロー 5

NIESリサーチアシスタント 7

38

客員研究員　　　　　　　　　　　　　　　　 7

共同研究員　　　　　　　　　 14

研究生　　　　　　　　　　　　 10

その他 2

33

（注）

(資料８)平成２０年度海外からの研究者・研究生の受入状況

１．平成21年3月31日時点の在籍者数。

２．共同研究員には日本学術振興会
（JSPS）の外国人特別研究員、外国人招へ
い研究者（長期）等を含む。

３．その他はJSPSの外国人招へい研究者
（短期）である。

受入形態

合　　計

合　　計
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　　　主なものへの参画状況は以下のとおり。

プログラムと国立環境研究所参画の概要

地球環境報告書
(GEOシリーズ)

UNEPは2002年に世界の環境状況と今後の対策・課題などを
地域別に概説する報告書(Global Environment Outlook 3：
GEO3）を作成し、ヨハネスブルグサミット等に提出した。
さらに2007年秋には、その後継となるGEO4を発行した。国
立環境研究所は1997年のGEO1作成当初から、日本で唯一の
主要執筆機関として、アジア諸国の関係機関と協力しつ
つ、報告書の作成に大きく貢献してきた。2009年にはGEO5
の刊行に向けた準備が開始される予定である。

GRID-つくば
※GRID（Global Resources
Information Database：地球
資源情報データベース）のセ
ンターの一つ

GRIDは環境に関する多種・多様なデータを統合し、世界の
研究者や政策決定者へ提供するために設置され、国立環境
研究所は、日本および近隣諸国において、GRIDデータの仲
介者としての役割を果たすとともに、環境研究の成果やモ
ニタリングデータをGRIDに提供している。

Infoterra(国際環境情報源照
会システム)

環境に関する情報の国際的な流通・交換を促進する目的
で、各国の協力の下に運営されている全世界的規模の情報
ネットワークシステム。環境情報センターが我が国のナ
ショナルフォーカルポイントとなっている。

GEMS/Water：地球環境監視計
画／陸水監視プロジェクト

地球環境研究センターが我が国の窓口となり、①ナショナ
ルセンター業務、②摩周湖ベースラインモニタリング、③
霞ヶ浦トレンドステーションモニタリング等を実施してい
る。

持続可能な資源管理に関する
国際パネル

2007年にUNEPが世界の著名科学者等約20名をメンバーとし
て設立。地球規模での経済活動の拡大に伴い、国際社会の
大きな課題となっている天然資源の持続可能な利用の確保
に向けて、資源の利用による環境影響について独立した科
学的知見を提供するとともに、環境影響を低減するための
方策の理解を促進することを目指している。 国立環境研究
所員が日本から唯一のメンバーとして参画。

IPCC(気候変動に関する政府間パネル)

UNEP及びWMOにより1988年に設置された組織で、二酸化炭素
(CO2)などの温室効果ガスの大気中濃度、気温上昇の予測、

気候変動によって人間社会や自然が受ける影響、対策など
最新の知見を収集し、科学的なアセスメントを行うことを
使命としている。IPCCの報告書は気候変動に関する科学的
知見をまとめたもっとも権威ある報告書として認められて
いる。第4次評価報告書(AR4)の執筆には国立環境研究所か
ら多くの研究者が関わるとともに、排出シナリオや将来気
候変動予測に国立環境研究所のモデルが参画するなど大き
な貢献を果たしている。2007年、IPCCの一連の活動が認め
られノーベル平和賞が授与された。2008年、研究所は第2作
業部会報告書の和訳版を「気候変動2007　影響、適応と脆
弱性」として刊行するなど、その成果普及に貢献した。

国立環境研究所はUNFCCC-COPの審査を経て、2004年12月よ
り気候変動枠組条約締約国会合(UNFCCC-COP)オブザーバー
ステータスを取得した。公式オブザーバーとして専用ブー
ス等をCOP会場内に設置できるようになった他、NGOオブ
ザーバーとして会合にも出席可能となった。
2008年12月のCOP14/MOP4(ポーランド・ポズナニ)では、公
式ブース開設の他、公式サイドイベントとして「持続可能
な低炭素アジア－2013年以降の次期枠組交渉を如何に変え
られるか」を開催した。

（資料９）国際機関・国際研究プログラムへの参画

気候変動枠組条約締約国会合
(UNFCCC-COP)オブザーバー

国際機関・国際研究プログラム名

UNEP
(国連環境計画)
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プログラムと国立環境研究所参画の概要国際機関・国際研究プログラム名

SIAM
（SIDS初期リスク評価会合）

既存化学物質点検プログラムの中でHPV（High Production
Volume)化学物質の人および生態系への影響評価をOECD加盟
国で共同して行うもので、すでに27回の会合をもった。国
立環境研究所は、他の政府機関とともに専門家を派遣して
参画。特に生態影響を分担し、提出文書作成、発表・討論
を行うほか、1998年からはICCAの参画に伴い国内企業から
の提案文書についてはOECDに提出する前にPeer Reviewを
行っている。

WNT（テストガイドライン政
府コーディネーターワーク
ショップ）

OECDは加盟国の化学物質影響評価を行うための試験法を調
和させるためにテストガイドラインを定めており、この会
合はその採択・改廃について専門的・行政的立場から論議
するために開かれている。国立環境研究所はこの会合に生
態影響試験の専門家を派遣し、試験研究の成果を踏まえて
論議し、国内と他国の環境の違いを越えた試験テストガイ
ドラインの制定に協力している。

地球環境変動を研究する国際的な大きな枠組みとして、化
学的・生物的側面から行う地球圏・生物圏国際協同研究計
画(IGBP)、気象・気候・物理的側面から行う世界気候研究
計画(WCRP)、人間活動の側面から行うIHDPがあり、IPCCに
資する科学的知見を提供している。
国立環境研究所では、海洋生物地球化学を研究するJGOFSや
世界の炭素循環収支を研究するGCP、途上国の研究能力向上
などを目指すSTARTなどの計画の立案に参画する他、海水中
二酸化炭素濃度測定、森林の二酸化炭素フラックス測定、
大循環モデルの開発など関連諸研究を実施している。

アジア地域における陸上生態系の温室効果ガスのフラック
ス観測に係わるネットワーク。アジア地域におけるフラッ
クス観測研究の連携と基盤強化を目指し、観測技術やデー
タベースの開発を行っている。研究所はその事務局とし
て、観測ネットワークの運用とともに、ホームページを開
設し、国内外の観測サイト情報やニュースレター等による
情報発信等を行っている。

ライダー(レーザーレーダー) による対流圏エアロゾルの
ネットワーク観測。黄砂および人為起源エアロゾルの三次
元的動態を把握し、リアルタイムで情報提供することを目
指し、日本、韓国、中国、モンゴル、タイの研究グループ
が参加。ネットワークの一部は、黄砂に関するADB/GEF（ア
ジア開発銀行／地球環境ファシリティ）のマスタープラン
に基づくモニタリングネットワークを構成する。また、一
部は、大気放射に関するネットワークSKYNET(GEOSS)に位置
付けられている。WMO/GAW(Global Atmosphere Watch)の地
球規模の対流圏エアロゾル観測ライダーネットワーク
GALIONのアジアコンポーネントでもある。
研究所はネットワーク観測およびデータ品質の管理、リア
ルタイムのデータ処理、研究者間のデータ交換WWWページの
運用を担っている。また直近のデータは環境GISから一般向
けに提供しており、黄砂データについては環境省の黄砂情
報公開WWWページにリアルタイムでデータを提供している。

日中韓三ヶ国環境大臣会合で合意したプロジェクトの進捗
状況情報を各国がWEB上にシェアするもの。国立環境研究所
は日本のフォーカルポイントに指定されている。

日中韓三ヶ国環境大臣会合ホームページ
（TEMMウェブサイト）運営

AsiaFluxネットワーク

アジアエアロゾルライダー観測ネットワーク
(Asian Dust and Aerosol Lidar Observation
Network)

OECD
(経済開発協力機構)

IGBP等
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プログラムと国立環境研究所参画の概要国際機関・国際研究プログラム名

国立環境研究所(NIES) は、2004年2月、国環境科学研究院
(CRAES)、韓国国立環境科学院(NIER) との3研究機関間で定
期的に会合(日韓中三ヵ国環境研究機関長会合(TPM)) を開
催し、日韓中3カ国における環境研究において重要な役割を
有する3研究機関の機関長が協力して北東アジア地域の環境
研究の推進を図ることに合意した。3機関で情報交換，意見
交換を行うほか、関連ワークショップの開催、分野を絞っ
た共同研究の可能性等々について議論を進めている。第5回
会合（TPM5）は、2008年11月に札幌で国立環境研究所ホス
トの下で開催され、新たな優先協力分野として、気候変動
（生態影響、適応等）及び固形廃棄物（3R、リスク管理
等）を加えること、研究者の交流を活発化すること等が合
意された。また、北海道環境科学研究センターの研究者も
加わり、「有害化学物質による環境汚染に関する国際ワー
クショップ」も開催した。

日本国の温室効果ガス排出・吸収目録（GHGsインベント
リ）報告書を作成し、所内外の機関との連携による日本国
インベントリの精緻化、データの解析、環境省へのインベ
ントリ関連の政策支援を行う。また、国外活動として、気
候変動枠組条約締約国会議（COP）や補助機関会合（SB）等
における国際交渉支援、2006年ガイドラインなどインベン
トリ方法論レポート作成への協力等の気候変動に関する政
府間パネル（IPCC）への貢献、途上国専門家のキャパシ
ティビルディングの実施などの国外活動を行っている。

GCPはグローバルな炭素循環の自然的側面と人間的側面の総
合化に関する国際共同研究の推進プロジェクトである。
2004年より、グローバルカーボンプロジェクト(GCP)つくば
国際オフィスを地球環境研究センター内に設置し、炭素循
環に関する国際共同研究の組織化を強化する拠点機能を担
うとともに、分野横断的かつ総合的な国際共同研究等を開
始した。本国際オフィスを通じて日本やアジアにおける炭
素循環関連研究の認知度が高まることも期待され、地球環
境研究分野におけるCOE的な機能の充実にも資すると考えら
れる。

2005年2月の第3回地球観測サミットで、「全球地球観測シ
ステム（GEOSS）10年実施計画」が承認され、地球観測に関
する政府間会合(Group on Earth Observations:GEO)が発足
した。総合科学技術会議が「地球観測の推進戦略」(2004年
12月)で、地球観測を推進する関係府省・機関の連携を強化
する為の連携拠点設置を提言し、環境省と気象庁の共同で
「地球観測連携拠点（温暖化分野）」が整備され、それを
支える「地球温暖化観測推進事務局」が地球環境研究セン
ター内に設置された。事務局は第2回(2008年4月)・第3回
(2009年2月)GEOSSアジア太平洋シンポジウムにおいて、分
科会「気候変動の監視と予測」を担当するなどの開催支援
を行うとともに、連携拠点とGOSATに関する展示を行った。
また、2008年11月にルーマニア・ブカレストで開催された
GEO第5回本会合に参加し、前述と同様の展示を行った。

地球観測に関する国際協力(Global Earth
Observation System of Systems (GEOSS)への参
画)

グローバルカーボンプロジェクト(GCP)

日韓中三ヶ国環境研究機関長会合(TPM)

温室効果ガスインベントリオフィス（GIO）
（Greenhouse Gas Inventory Office of Japan）
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（資料１１）重点研究プログラムの実施状況及びその評価 

 

１．地球温暖化研究プログラム 

 

１.１ 研究の概要 

二酸化炭素等の温室効果ガスや関連気体等の空間分布とその時間変動の観測とデータ解析に関する研究、

人工衛星を利用した温室効果ガスの測定データ処理解析手法の開発、二酸化炭素濃度分布等の観測データと

大気輸送モデルに基づく二酸化炭素収支の解析手法に関する研究を行った。また、気候･影響･陸域生態･土地

利用モデルの統合によるシミュレーションモデルの開発及び将来の気候変化予測と影響評価に関する研究、

将来の脱温暖化社会の構築に係るビジョン･シナリオ研究、気候変動に関する国際政策分析、気候変動対策に

関する研究等を行った。 

 

１．２ 研究期間 

 平成１８～２２年度 

 

１． ３ 研究予算 

（予算額、単位：百万円） 

 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 累計 

運営費交付金 ８３２ １，０２６ ８６２  ２７２０

その他外部資金 ７８８ ７１９ ６７１  ２１７８

総額 １，６２０ １，７４５ １，５３３  ４８９８

 

１． ４ 平成２０年度研究成果の概要 

（１） 温室効果ガスの長期的濃度変動メカニズムとその地域特性の解明 

平成２０年度の研究成果目標 

① （アジア-太平洋域での広域大気観測による温室効果ガスの収支や地域的特性解析） 民間の航空機

（JAL）や船舶、地上ステーションを用いて高頻度測定により、濃度分布や時系列濃度変動パターンを

抽出する。その結果から、大気の混合を含めたグローバルな変動の解析のための情報を整理すること

に加え、急激に変化する最近５年程度のアジア特有の地域別のフラックス変動の特徴を検出する。 

② （太平洋域のCO2海洋吸収フラックス変動の評価） 新ラインである西太平洋でのpCO2データの継続

的採取を行うとともに、北太平洋で得られた二酸化炭素分圧データを用いて、北太平洋での海洋から

の二酸化炭素長期フラックスを変動の地域特性を求める。また、その変動気候について検討する。 

 （アジアの陸域生態系のCO2吸収変動を評価） CGER事業でデータが採取されている国内の森林フラ

ックスサイトのデータを解析し、気象変動との直接影響を調べると同時に、アジアのフラックスサイ

トでのフラックス変動要因について解析する。また、土壌呼吸の温暖化影響についての実験や実測を

行う。 

③ （モデルによる変動評価） フォワードモデルを改良し本プロジェクトで得られた大気データと組み

合わせることによって、大気濃度変動要因について評価する。特に、二酸化炭素や、メタン、COにつ

いての検討を行う。 

 平成２０年度の研究成果（研究成果の活用状況を含む） 

①ア JAL 旅客機の観測から成層圏と対流圏との季節変化に明確な違いがあることがわかった。気象学的

に成層圏と対流圏を分離する手法を用いて、対流圏界面付近での濃度と渦度などの関係を調べたとこ
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ろ、春季には対流圏界面が大気拡散のバリヤーになっていること、夏は圏界面はバリヤーにならず低

緯度から高緯度へ圏界面を横切る動きがあることが推察された。このような季節的な混合の仕方の違

いが、特徴的な成層圏の季節変化を作っていると考えられた。一方、自由対流圏での濃度は比較的均

一であることがわかった。 

①イ アジア、ヨーロッパ、オセアニア、太平洋、北アメリカ地域での高度方向の季節変動の特徴を抽出

した。北半球の自由対流圏の濃度変化は似通っていたが、境界層内のデータは北ヨーロッパやアメリ

カ、バンコクなどでは夏により低い値を示した。熱帯は季節変化は小さかったが、境界層内に春に高

い値を示すことがあった。これは、熱帯における燃焼起源のCO2によるものであることが推察された。 

①ウ 太平洋を航行する船舶によって日本－北米、日本－オセアニアラインでの大気のサンプリングを行

い、緯度方向の各種濃度や同位体分析を継続した。二酸化炭素濃度増加率はここ１年では２ppm以下

であり、平年程度かそれ以下の大きさであった。これは２００８年のラニーニャの影響で、気温が比

較的高くないことと関係していると考えられる。亜酸化窒素は依然年に0.5％程度の増加傾向が続い

ていた。 

①エ 一方、２０００年以降これまでメタン濃度はすべての緯度帯での濃度増加が見られなくなっていた

が、２００７－２００８年に９７年のエルニーニョによる変動以来のグローバルな濃度増加が見られ

た。濃度増加は熱帯域に小さく、緯度別に変化があった。これらの変動は、COなどの緯度別変動パタ

ーンと逆の関係にあることがわかった。 

 

②ア 民間船舶を用いたアジア路線での観測を開始した。中国南部から、タイ、インドネシア、シンガポ

ールにかけてのサンプルを太平洋の同緯度帯のデータと比較すると、明らかにアジアの発生源の影響

を受けていると思われるCO2,CH4濃度などが観測された。COの変動やエアロゾル、黒色炭素成分など

アジア地域の森林燃焼などの影響を検出できるか、航空機などのデータを含めて解析を進める。 

②イ オ船舶を用いた緯度別サンプリングや波照間、落石の酸素や二酸化炭素の安定同位体比の観測から、

二酸化炭素の収支の年変動について検討を行った。観測期間（1993-2009）の全体的な傾向は、これ

までの観測結果を踏襲するものであったが、相対的に海洋の吸収量の増加が示唆される結果が得られ

た。平均して、海洋の吸収は2.4Gt-Cになり、陸域の二酸化炭素吸収は、0.9Gt-C程度になった。4Gt-C

程度が毎年大気に蓄積したことになる。 

②ウ 沖縄の波照間と北海道の落石観測所でのGC-MSによるフロン等の観測を継続し、ハロカーボン類の

高頻度観測を継続した。依然HCFC-22や HFC-23の寄与が大きいことが分かったが、SF6の発生量の増

加など寄与の比率が変わってきていることが観察された。波照間で観測される中国起源のフロン類を

合計して推計すると、CO2相当量に直すと0.2Gt-C/y程度になり、中国のCO2排出量の10％を超える

ことがわかった。中国でのCO2発生量増加に伴い、波照間での冬季のCO2の相対濃度が増加している

ことが明らかになってきた。 

②エ アジアでの大気の地域特性を調べるため、インドや中国・貴陽の大気サンプルを分析した。インド

における夏季から冬季にかけてのCO2の濃度は同じ緯度帯でのデータより低い特徴があり、この地域

の特性が現れていると考えられる。 

②オ シベリアにおけるタワーでの観測データを解析し、CO2やメタンの濃度トレンドを検出した。メタ

ンの濃度は増加傾向にあったが、グローバルな増加よりも大きく、シベリアの天然ガス生産やパイプ

ラインからの漏れの大きさが大きく観測データに影響していることが考えられた。 

②カ 北太平洋での観測を継続し、ここ１０年程度の年間吸収量の変動や、吸収の地域性をまとめた。こ

れによると2005年の北太平洋（22.5-55度間）のCO2吸収量は1995年に比べて、西部では30％程度

の吸収の増加、東部では逆に30％の吸収の減少が起こっていることがわかった。全体としては、ここ

10年で吸収量が大きく変動していない。西太平洋での日本－オーストラリア－ニュージーランドの間

23



の海洋二酸化炭素観測を継続し、季節変化などを求めた。なかでもタスマン海の吸収は一年中大きい

ことがわかった。今後継続することで、その大きさと変動が観測できると考えられる。 

②キ 海洋表層の放射性炭素の濃度を北太平洋上で測定した。これまでの長い減少傾向と比べて、測定さ

れた時系列の傾向は相対的に減少が止まっているように見える。大気中の14C濃度に比べても海洋の

14C濃度が低くなっており、大気との交換による影響も推察された。また一方で、カリフォルニア沖

の14C濃度の方が上昇傾向が強いので、海流や混合の仕方の大きな変動が表れていることも考慮すべ

きと考えられ、今後の観測の充実化をはかる予定である。同様に北極海での表層の海水の14C濃度の

測定も試みている。 

②ク 海洋から各種のプロセスによって放出される酸素が海域ごとにどのように異なるかなどを調べる

目的で、酸素/アルゴン比などの測定装置の開発を行った。 

②ケ 苫小牧、富士北麓のフラックス観測サイトにおいて取得したカラマツ林のフラックスを比較検討し、

その特徴を抽出した。吸収量は気象的要因によって変化することが明らかであり、特に光の要因が大

きいことがわかった。両者の純生産量（NEE）を比べると、北にある苫小牧の方が富士北麓より少し

高い傾向にあった。両者とも樹齢45年程度の林であるが、温暖な富士北麓の方が老齢化が進んでい

るように見えた。植物の量の大きさや呼吸量からも、富士北麓の林分密度が小さいことがわかった。 

②コ 土壌呼吸量増加に対する温暖化によるフィードバックの寄与を見積もるために、年間を通して土壌

を人工的に加熱し、大型自動開閉チャンバーを用いてその寄与を評価するなどの調査を全国5か所で

継続している。1度Cの加温に対して5-19％程度のCO2量の増加が認められた。北海度での増加量が

他のサイトより多いという特徴が見られた。温度と呼吸反応曲線から見積もると、多くの場合はQ10

は 3程度の値となり、欧米の値に比べ温度応答が高いことが予想されたが、加温によって呼吸速度の

Q10はむしろ下がる傾向もあり、そのため増加割合が小さめに出る可能性もあることが示唆された。 

②サ 各地から採取した土壌サンプルをインキュベーションして、土壌毎の温度反応曲線を求める実験を

開始した。 

②シ プロジェクトで行っている中国の青海省での草原でのフラックス観測を含め、アジアでの森林フラ

ックス観測サイトの共同研究によって、アジアでのネットの森林吸収フラックスが毎年の気象変動に

よってどのように応答するかを解析し、北緯30度以北のサイトは気温や光量に正に相関すること、

南のサイトはむしろ気温、光量が多いときに乾燥化が働くために逆に応答することなどがわかった。 

 

③ア CO2やメタンなどのモデルシュミレーションのために、オイラー型のNIES輸送モデルにラグランジ

アン型のモデルFLEXPARTを結合した結合モデルを開発した。これを用いて、プロジェクトで観測し

ている地上観測点、船舶観測、飛行機観測点などのデータをシミュレーションすることによりモデル

改良をした後に、インバース計算が行えるように改良を予定している。本年はまず、インド、中国な

どを含む地上観測点でのデータのモデル計算を行った。波照間などを含めて、概ね良好な比較ができ

ることがわかったが、人為発生量の与え方や、地上の植生フラックスの与え方を改良することでさら

に精度があがるものと考えられた。 

③イ COに関してのモデルシミュレーションを行いアジアでの各地のデータと比較することにより、発生

量データを逆算すると、中国中部のCO発生量が、推計値より大きいであろうことが推察された。ま

た、COとオゾン濃度の解析から、オゾンの増加に関して、アジアの影響やシベリアの森林火災の影響

があることなどが示唆された。 

 

（２） 衛星利用による二酸化炭素等の観測と全球炭素収支分布の推定 
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平成２０年度の研究成果目標 

① （衛星観測データの処理アルゴリズム開発・改良研究） GOSAT 観測データの定常処理システムに必

要な処理アルゴリズムを完成し、データプロダクトの誤差評価手法を確立する。また、偏光観測デー

タの利用手法の高度化を図る。 

② （地上観測・航空機等観測実験による温室効果ガス導出手法の実証的研究） 衛星打ち上げ後のプロ

ダクト検証の準備として、地上・航空機実験を実施して地上検証装置の校正と誤差評価を行う。また、

偏光データの利用手法等の妥当性の確認と評価を行う。 

③ （全球炭素収支推定モデルの開発・利用研究） 大気輸送フォワード計算手法の調整と精緻化を進め

る。また、濃度導出に必要な温室効果ガスの地表面フラックスのデータセットを整備する。更に、こ

のフォワード計算結果と衛星データを利用して全球の炭素収支分布を推定するインバースモデル解析

手法を定常処理システムに構築するための研究を進め、テストを行う。 

平成２０年度の研究成果（研究成果の活用状況を含む） 

①ア 衛星打上げ後の定常処理に向けて、使用するアルゴリズムを完成させるとともに、データプロダク

トの誤差評価手法を確立した。また、衛星打上げ後６ヶ月間の初期機能確認及び校正・検証期間中に

必要な事項の確認と整備を行った。 

①イ 今後のアルゴリズム改良に向け、偏光がどの程度カラム量の導出に影響するかを、偏光を考慮する

放射伝達コード Pstar2b を用いて評価した。海上では鏡面反射点に近い領域 (サングリント領域) 

を観測することで高い信号対雑音比 (SNR) の信号が得られるが、偏光度が非常に大きい信号となる。

エアロゾルなどによる散乱過程を経ることで、偏光度は小さくなるものの、完全には解消されないこ

とが数値シミュレーションから示された。このことは、偏光を考慮しない放射伝達コードを用いて全

く補正を行わずに偏光を含む信号を解析したときに、解析結果には大きな誤差が含まれることを示唆

している。 

 

②ア 衛星打ち上げ後、独立の観測装置によって取得されるより不確かさの小さい検証データを用いて、

定常処理により衛星観測データから作成されるデータプロダクトのバイアスやばらつきを評価する

ことが、衛星からのデータプロダクトを科学利用するためには必須である。そのため、衛星打ち上げ

後の検証に関する研究を進めた。 

②イ 地上設置の高分解能フーリエ分光計を用いた太陽直達光観測による大気中温室効果ガスカラム量

の導出法が、主要な検証観測手法の一つである。当研究所では地上設置の高分解能フーリエ分光計に

より定常的に観測を行っている。本装置で観測されたスペクトルを過去６年間に拡張して解析した。

この結果を、地上観測データや観測に基づく大気輸送モデル計算値(NOAA CarbonTracker)と比較した。

その結果、モデル計算値とよい一致が見られた。 

②ウ より小さな不確かさで確実な検証を行うためには検証観測装置そのものの検定作業は非常に重要

である。平成 21 年１月に、高分解能フーリエ分光計の観測に合わせて、航空機搭載測定装置による

直接測定およびサンプリング測定、GPSゾンデ観測などを実施した。 

 

③ア 大気輸送フォワードモデルとして、質量フラックス形式の線型モデル（NIES08）を開発した。この

モデルでは、全球の温室効果ガス分布に地域フラックスの寄与を重ねて正確にシミュレートすること

ができる。このモデルを用いた観測値の季節変化を考慮したインバース解析により、全球 22 分割で

月別の炭素収支を推定でき、これまでの NIES 輸送モデルと比べて北半球でより現実に近いと考えら

れる陸域吸収源の推定結果が得られた。インバースモデルで推定される地域別の吸収排出分布は、モ

デルの中の下部対流圏の二酸化炭素濃度の鉛直勾配と鉛直混合速度とに関係することが分かった。 

③イ 生態系モデル VISIT (Vegetation Integrative SImulator for Trace gases) を利用して、全球陸
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域生態系の炭素収支推定用にモデル（時空間分解能：1日，0.5度メッシュ）の開発を行った。更に、

観測値に基づく二酸化炭素フラックスの日変動を考慮した経験的なモデルの開発を行った。 

 

（３） 気候・影響・土地利用モデルの統合による地球温暖化リスクの評価 

平成２０年度の研究成果目標 

① （気候モデル研究） 気候モデルについて、モデルの改良ならびに次世代モデル実験の準備をほぼ完

了するとともに、予測の不確実性を考慮した確率的気候変化シナリオの開発を進める。また、極端現

象の発生メカニズムおよび土地利用変化・灌漑が気候に与える影響を調査する。 

② （影響・適応モデル研究） 影響モデルについて、影響評価の不確実性を明示的に表現するための手

法の開発を進める。また、水資源および農業影響モデルを高度化するとともに、気候モデルとの結合

作業を進める。さらに、専門家やメディアとの意見交換等により地球温暖化リスクの全体像の整理を

進める。 

③ （陸域生態・土地利用モデル研究） 陸域生態・土地利用モデルについて、陸域生態モデルの高度化

および土地利用変化モデルの開発を進めるとともに、IPCC の新しいシナリオ開発プロセスに対応し

て、次世代気候モデル実験の入力条件となる詳細な空間分布を持つ排出・土地利用変化シナリオの開

発を行う。 

平成２０年度の研究成果（研究成果の活用状況を含む） 

①ア 気候モデルの雲スキームの改良を行った。大気中水蒸気量の不均一性の予測と雲氷の予測の計算を

整合的に結合したところ、対流圏上層の雲量、雲水量の変化過程が従来よりも現実的に再現されるよ

うになった。 

①イ 日英の気候モデルの相互比較により、気候感度の推定に不確実性をもたらす要因の解析を行った。

日英の気候モデルそれぞれについて、物理パラメータをさまざまに変化させたモデルアンサンブルの

結果を解析したところ、モデルの低層雲の再現性が気候感度の推定において重要であることが示唆さ

れた。 

①ウ 多様な排出シナリオに対応する気候シナリオを作成するスケーリング手法の観点から、降水量変化

のスケーリング可能性について解析を行った。異なる排出シナリオに基づく気候変化予測の間で単位

気温上昇量あたりの降水量変化がどのように異なるかを解析したところ、エアロゾルの排出量が大き

いシナリオほど降水量増加量が小さいという関係が有意に見られることが分かった。 

 

②ア 水資源影響モデルの信頼性を高めるため、その多角的検証を行った。本プロジェクトにおいて気候

モデルとの結合を進めている全球水資源モデルＨ０８を、世界的に有力な他の水資源モデルと比較す

るため、国際モデル相互比較プロジェクトＥＵ－ＷＡＴＣＨに参加し、予備実験と第１実験の結果を

提出した。 

②イ 気候モデルとの結合作業を目指した農業影響モデルの高度化を行った。従来手法に比べてより多く

の因子・プロセスを考慮しつつ広域（全球・大陸スケール）の農作物収量予測を高精度に実施するた

めの新モデルを開発し、過去の統計情報を用いて検証した。 

②ウ 温暖化のリスクについて、専門家から情報を提供し、メディア関係者の意見を収集しつつ、一般市

民への情報伝達のあり方について議論することを目的として、メディア関係者約50名・研究者約20

名を交え、環境省、東京大学と共同で「第１回温暖化リスク・メディアフォーラム」を実施した（2009

年 3月 11日・学士会館（東京））。 

 

③ア 陸域生態系モデルVISITに火災発生とバイオマス燃焼のスキームを組込み、気候変化が自然火災に

与える影響を評価した。気候予測の不確実性を考慮して15シナリオで予測実験を行ったところ、CO2、
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CO、ブラックカーボンなどの火災起源排出は将来的に大幅に増加する可能性が高いことが示された。 

③イ ○IPCC新シナリオの一つ（RCP 6W）に対応した土地利用と、人口・GDPの空間詳細シナリオの作成

を行った。従来は農地と森林のみであったが、牧草地や都市も含めたシナリオに拡張した。また、人

口・GDPの空間詳細シナリオは、従来のシナリオよりも合理的な傾向を示すとともに、都市地域の面

積的な拡大とも連動した新規的なものが開発できた。 

 

（４） 脱温暖化社会の実現に向けたビジョンの構築と対策の統合評価 

平成２０年度の研究成果目標 

① （脱温暖化（低炭素社会）ビジョン・シナリオ作成） 低炭素社会を実現するための具体的な方策や

対策を組み合わせた一連の施策群を収集し、誰がいつどこで何をすればよいかのヒントを与えるパ

ッケージ集を作成する。また、目標達成にどの施策・施策パッケージを実施するのが適当かを提示

するため、従来のバックキャストモデルを改良し、低炭素社会への道筋を検討する。さらにアジア

の新興国・途上国や欧米の研究機関と協力して低炭素社会づくりの政策対話を推進する。 

② （気候変動に関する国際政策分析） これまでの研究成果をふまえ、次期国際枠組みに関する具体的

かつ詳細な制度提案をまとめるとともに、COP13 バリ会合（2007 年 12 月）以降本格化した次期枠

組み交渉における、我が国の政策決定に資する情報を提供する。また、次期枠組みに関する第４回

アジアワークショップ会合を開催し、アジア諸国にとってはいかなる国際制度が望ましいのか、を

中心に議論する。同時に、アジア各国内の能力増強の具体的方策を検討する。 

③ （気候変動政策の定量的分析） IPCC 第 4 次評価報告書の成果をもとに、簡易気候モデルである

AIM/Climate のパラメータの調整、新たなモジュール（炭素循環フィードバック）の付加、分析対

象年次の延長（IPCC 新シナリオの想定に基づいて 2300 年まで）などの改良作業を行う。また、世

界経済モデルの改良と、AIM/Climate との連携を通じて、IPCCの第５次評価報告書に向けた新シナ

リオの開発に着手する。さらに、これまでに開発してきた国別モデルや世界技術選択モデルを対象

に、データの更新や温暖化に関する既存の政策課題を評価することが可能となるようにモデルの改

良を行い、わが国における温暖化対策の評価を行う。 

平成２０年度の研究成果（研究成果の活用状況を含む） 

①ア 日本を対象に2050年に想定されるサービス需要を満足しながら、CO2排出量を1990年に比べて70%

削減するような低炭素社会を実現するためには、どの時期に、どのような手順で、どのような技術や

社会システムを導入すればよいのか、それを支援する政策にはどのようなものがあるかを示す、整合

性を持った方策を検討した。対策モデルと組み合わせてそれぞれの方策の削減効果を定量的に分析し、

2008年 5月に12の方策としてまとめ、G8環境大臣会合などの国際会議や、講演会などを通じて普及

を図った。G8環境大臣会合では、これらの研究を推進するため、低炭素社会研究ネットワークの必要

性が採択された。 

①イ 方策を有効に活用するには、実施するための地ならし期間、社会に浸透する期間、社会に定着する

までの期間が必要である。また、技術的あるいは社会システムとして克服すべき障害がある。これら

を組み合わせて、目標達成にどの施策・施策パッケージを実施するのが適当かを提示するバックキャ

ストモデルの開発に取り組み、道筋を検討した。 

①ウ 2008年 10月 27日から31日に国立環境研究所にて、トレーニング・ワークショップを行った。中

国、インド、タイ、韓国、マレーシア、ブラジル、南アフリカからの若手研究者に対して、低炭素社

会に向けたシナリオおよび方策をどのように構築したかやバックキャストモデルの説明をしながら、

各国のシナリオ、対策について検討し、若手研究者のキャパシティビルディングを行った。また、2009

年 2月 15日から17日にAIM国際ワークショップを開催し、トレーニング・ワークショップの成果を

もとに、各国のシナリオについて検討した。 
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①エ アジアを対象とした低炭素社会の研究成果をもとに、COP14/CMP4（2009年 12月ポズナニ）におい

て「持続可能な低炭素アジア」と題するサイドイベントを開催し、日本、インド、中国の長期シナリ

オが短期の国際交渉にどのような影響を与えるかを中心に議論した。参加者は100名を超えた。 

①オ 2009年 2月 12日に東京にて、「低炭素社会への道筋：日本とアジア」と題して、低炭素社会作りに

影響力を持つステークホールダーの参加を得て、アジア諸国の低炭素社会シナリオ研究の進展を紹介

するシンポジウムを開催した。また、2月13日につくばにて、「低炭素社会に向けて：日本の経験、

アジアの挑戦」と題してワークショップを開催し、日本のシナリオ研究成果がアジア諸国に対してど

のような適用可能性があるかについて検討した。 

①カ これらの研究活動は、直接にステークホールダーに研究の中身を伝えるために、一般の講演を多数

行うとともに、雑誌、新聞、テレビなどのメディアに広く紹介された。また、政策立案のための有用

な情報を提供した。 

 

②ア 昨年度に作成した次期枠組みに関するディスカッションペーパーを国内外に配布し、関係者と意見

交換を進めて最終的な制度提案に仕上げた。本提案では、次期枠組みの構成要素として、①地球全体

としての長期目標、②先進国の約束、③途上国の約束、④約束実施を促進するための諸制度、の４本

柱を提示している。また、次期枠組みに関する他の諸提案と大きく異なる点として、上記４本柱が構

築されるべきフォーラムに焦点をあてており、例えば①長期目標についてはG8のような政治的リー

ダーシップが求められる場やCOP決定として議論されるのが望ましい、③途上国の約束については、

一部は条約改正、一部は国連の外部で進展している複数の国際協力合意の下で進められるべきだとし

ている。この提案を踏まえて、実際の国際交渉や国内協議の場にて、政策立案のための情報を提供し

た。 

②イ 上記の作業と並行して、次期枠組みの構成要素となっている諸概念（セクター別アプローチ、長期

目標、炭素市場、等）の整理・分析を行い、次期枠組みにおけるあり方について検討した。特に「セ

クター別アプローチ」という用語は、日本政府提案の中でしばしば用いられつつもその意味に混乱が

生じていたことから、その用語説明を国外に発信し、問題の解決に糸口を見出すことができた。 

②ウ アジア太平洋地域の専門家を招致した次期枠組みに関するワークショップ（第４回）を2008年 10

月に京都で開催し、アジア地域として今後検討すべき課題について検討した。また、これまでの検討

結果をまとめた成果を、書籍「Climate Change in Asia: Perspectives on the Future Climate Change 

(2008, UNU Press)」として出版し、これをCOP14等で配布し研究成果を広く伝えた。  

②エ 以上の成果は、COP14および2008年７月の洞爺湖サミット前後の国内の多様な議論の場において情

報をインプットする形で貢献した。 

 

③ア IPCC第５次評価報告書に向けたシナリオ開発のために、AIM/Impact[Policy]、 AIM/CGE[Global]、

AIM/Enduse [Global]などの改良を行った。AIM/Policyに組み込まれれている簡易気候モデル

（AIM/Climate）については、第４次評価報告書の成果をもとにパラメータの調整を行った。また、

炭素循環フィードバックのモジュールを追加した。AIM/CGEについては、2300年までの予測が行える

よう改良を行った。 

③イ IPCCの新シナリオ専門家会合で４つの代表的濃度パスが採択されたが、（産業革命以前からの放射

強制力と比較した放射強制力の増加が2.6/2.9W/m2、4.5W/m2、6W/m2、8.5W/m2 ）、そのうち、6W/m2

シナリオを提供するとともに、2.6W/m2のシナリオのロバストネスについても検討した。 

③ウ 2008年 10月 20日から24日に国立環境研究所にて、中国、インド、タイの若手研究者を対象に

AIM/CGEモデルのトレーニングを行った。AIM/CGEモデルは、長期世界シナリオを分析する際の核と

なるモデルである。本モデルを利用して、新興国・途上国の視点からの社会・経済シナリオを用いて
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長期シナリオを開発し、今後のIPCCの活動に貢献することが期待できる。 

③エ 中国の温室効果ガス排出量について、基準ケース、低エネルギー政策、低炭素社会、世界半減シナ

リオのそれぞれの場合について検討した。基準ケースでは、2020年以降、伸び率は減少するが、2040

年まで温室効果ガス排出量は上昇して、それ以降減少に転じる。低エネルギーシナリオでは、2030年

以降、ほぼ横ばいであり、低炭素社会シナリオ、世界50％削減シナリオでは2030年以降減少傾向と

なる。基準ケースの伸びと、2030年以降減少傾向とするシナリオのギャップを埋めるためには、産業

構造の転換などの経済政策、環境税や省エネ産業への投資戦略などの金融政策、再生可能エネルギー

の普及戦略などが必要である。 

③オ インドの2050年までの温室効果ガス排出シナリオについて、通常の発展パスを考慮した場合と、

持続的発展パスを前提とした場合について、国の発展目標を満足する対策について検討した。持続的

発展目標としては、ミレニアム開発目標である水資源の確保、食料生産、貧困人口の削減を検討した。

通常の発展パスからの主要な削減オプションは、炭素隔離貯留や、発電部門での燃料転換である。持

続的発展パスからの削減オプションには、発電部門での対策も含まれるが、持続可能都市の設計、リ

サイクリング、物質転換など、生活スタイルに関連したものが多く含まれている。 

③カ タイにおける交通部門からの2050年までのCO2発生量について、基準ケース、ERT10（2015年まで

に基準ケースに比べて10％以上CO2を削減するケース）、ERT20（2015年までに基準ケースと比べて

20％以上CO2を削減するケース）について、燃料タイプ、交通手段、必要とされる技術などについて

検討した。ERT10では、CNGへの転換、車の燃費改善、ハイブリッドディーゼルバスの導入などが主

要な対策である。ERT20では、ERT10の場合の２倍程度のハイブリッドディーゼルバスの導入、また、

３倍程度のLPGタクシーからハイブリッドガソリンタクシーへの置き換えが必要となるとともに、

2035年以降に、燃料電池車の導入が必要である。 

③キ AIM/Impact[Policy]、AIM/Enduse、AIM//CGEを組み合わせて、2020年の削減ポテンシャルおよび

経済に与える影響について分析し、日本の中期目標の検討に情報を提供した。AIM/Impact[Policy]は

動学的最適化モデルであり、様々な制約条件下（気温、放射強制力）における長期の世界全体のGHG

排出経路、将来の気温上昇とその影響を推計するものである。AIM/Enduse[Global]を用いて、世界の

削減ポテンシャルとコストとの関係を分析した。日本を対象としたモデルを用いた削減ポテンシャル

の分析では、2020年に温室効果ガス排出量を1990年比25%削減することは技術的に可能であること、

また、30%を超える削減の場合、活動量を対象とした対策が必要であることが示された。温室効果ガ

スを25％削減するためには、追加費用として年間5.7～6.9兆円は必要となるが、これらは単なる費

用ではなく、国内で供給できる技術があれば内需拡大のための支出となる。こうした産業を育成する

ことは、該当分野における雇用を創出しさらなる技術発展が見込まれる。さらに、温暖化対策は世界

の潮流であり、こうした産業の育成は国際的な競争力の強化にもつながる。 但し、追加費用をどの

ように調達するかについては配慮が必要である。全てを事業者に負担させると、本来の生産投資が目

減りし、経済発展にも影響が出る可能性があり、追加費用の負担を支援できるような仕組みの必要性

が示唆された。 

③ク AIM/Enduse[Global]を用いた限界削減ポテンシャルは、2008年 5月、10月の日本国主催のワーク

ショップ、６月の日本国主催のUNFCCC SB28 サイドイベントなどで発表するとともに、世界のモデル

グループと比較検討を行った。 

 

（５） 関連研究プロジェクト 

平成２０年度の研究成果目標 

① （過去の気候変化シグナルの検出とその要因推定） 気候モデルによる20世紀気候再現実験の出力デ

ータを活用し、観測された陸域降水量の長期変化の原因について調査する。また、様々な気候変動要
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因を仮想的に与えた実験等のデータ解析を通して、自然起源の気候変動要因に対する気候応答の不確

実性に関する知見を得る。 

② （高山植生による温暖化影響検出のモニタリングに関する研究） 日本の高山帯での気温および雪環

境の長期変化、温暖化影響指標の長期についてまとめる。さらに、日本の高山帯で認められる温暖化

影響の可能性がある現象についてもまとめる。そして、それらを総合して日本の高山帯での温暖化影

響について判定する。 

③ （太平洋小島嶼国に対する温暖化の影響評価） 太平洋の島嶼国を対象として、これまでに作成した

地形図・土地利用図・ハザードマップに基づいて、現地政府と協働して温暖化に対する適応策を立案

するとともに、適応策を立案するための新たな課題である水資源問題に関する検討を開始する。 

④ （温暖化に対するサンゴ礁の変化の検出とモニタリング） 広域かつ継続的なサンゴ礁のモニタリン

グの実施に資するため、衛星データを用いた最新のサンゴ礁分布図の作成を開始し、広域的に現地デ

ータの効率的な収集を行い、分布図の検証と精度向上を行う。また、これまでに得られた白化情報に

基づき、白化の地域性を明らかにする。 

⑤ （温暖化の危険な水準と安定化経路の解明） 複数の国別・分野別影響関数（世界）を実装した、温

暖化抑制目標と影響・リスクを総合的に解析・評価するための統合評価モデルを用いて、不確実性も

考慮した影響評価を実施し、目指すべき気候安定化レベルを検討する。さらに、適応策についても考

慮可能な影響関数を試作する。 

平成２０年度の研究成果（研究成果の活用状況を含む） 

①ア さまざまな条件下での20世紀気候再現実験結果から、20世紀に観測された陸域降水量の長期変化

は人為起源の気候変動要因によりもたらされており、陸域降水量が増加傾向である高緯度域では人為

起源の温室効果ガス濃度の増加が、陸域降水量が減少傾向である低緯度域では人為起源のエアロゾル

濃度の増加が、それぞれ主たる原因と考えられることを示した。 

①イ 火山性エアロゾルの光学的厚さの鉛直分布や有効半径をパラメタとして、ピナツボ火山を対象とし

た感度実験を行い、火山性エアロゾルの光学的厚さの鉛直分布を考慮することにより、大規模火山噴

火に対する気候応答の再現性が向上することが分かった。 

 

②ア 富士山頂での気温は世界の年平均地上気温と同様に20世紀後半から上昇傾向となっていた。また、

日本の各地の高山帯の気温変化の傾向は富士山頂とほぼ同様であった。一方、雪環境については、尾

瀬のように例外はあるものの、春先の積雪深の減少、最大積雪深の減少などの傾向が認められた。 

②イ これらの気候の長期変化に対応した温暖化影響指標の変化が認められ、尾瀬以外の場所で、近年の

開花時期の早まり、越年性雪渓の越年規模の減少傾向が認められた。その他、温暖化影響の可能性が

推定し得る多くの現象が認められた。これらを総合し、日本の高山帯で温暖化影響が顕在化し始めて

いる可能性が高いと判定した。 

 

③ア マーシャル諸島共和国及びツバル共和国の沿岸管理政策に成果の一部が採用され、有孔虫による砂

生産の重要性が認識された。 

③イ 有孔虫による砂生産増大に関して予察的な現地調査を行い、分布状況を明らかにした。 

③ウ 水資源問題に関し、過去からの降水量変動を復元するためのサンゴコアの採取を行った。 

③エ 現在の水資源評価のための地下水の観測を開始した。 

 

④ア 市民参加型のサンゴ分布データ収集に関するウェブサイトを立ち上げ、データの収集を行った。 

④イ 日本のサンゴ分布図の作成を行い、上記のデータとあわせて現在のサンゴの分布状況を明らかにし、

白化の影響を評価した。 
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④ウ 地球温暖化の影響を顕著に受けると考えらえる北限域におけるサンゴの分布状況に関する検討を

開始し、緯度勾配に沿ったサンゴの種構成に基づき、温暖化影響の検出に適切な種を明らかにした。 

 

⑤ア 統合評価モデル（AIM/Impact[Policy]）を用いて、あるレベルの温室効果ガス濃度安定化シナリオ

における空間的気候パターンの不確実性を考慮した影響評価するために，複数のGCM結果を適用する

仕組みを完成させた。 

⑤イ 適応策を考慮した影響関数開発方法について検討し、統合評価モデルに適応を考慮した影響関数の

実装を可能とした。 

 

（６） ＧＯＳＡＴ定常処理運用事業（その他の活動） 

平成２０年度の研究成果目標 

① 定常処理運用システムの開発を完了する。定常処理に必要な計算機システムの三次導入を行い、シス

テムの運用管理を行う。関係機関とのデータ授受に関するインタフェース調整と取り決めを行う。処

理結果の検証のための準備を進める。 

平成２０年度の研究成果（研究成果の活用状況を含む） 

①ア 定常処理運用システムの開発と衛星打ち上げ前のシステム試験を完了し、平成20年 12月に衛星打

ち上げ前システム開発完了審査会を実施した。 

①イ 定常処理に必要なサーバ、テープ装置、ディスク装置・ファイル管理システムを導入した。 

①ウ システムの運用体制を整備し、運用を開始した。 

①エ 宇宙航空研究開発機構（JAXA）等の外部機関とのインタフェース調整を行い、取り決め文書を締結

した。 

①オ 衛星打ち上げ後のデータ処理結果の検証のための準備を進めた。 

 

（７）基盤的な調査・研究 

資料１３を参照。 

 

（８）知的研究基盤の整備 

資料１２を参照。 

 

１．５ 外部研究評価 

（１）評価の結果 

    5 4 3 2 1 合計 

年度評価   7 11       18 

（平成21年 4月） 39% 61%       100% 

注） 上段：評価人数、下段 ［％］     

年度評価基準（５：大変優れている、４：優れている、３：普通、２：やや劣る、１：劣る） 

外部研究評価委員会による年度評価の平均評点 4.4点 

 

（２） 外部研究評価委員会の見解 

［現状評価］ 

民間航空機などを用いて観測されたCO2濃度分布とその変化、リスク評価、低炭素社会ビジョン・シナリ

オに係る政策ニーズに応える研究などについて大きな進展が認められる。またそれらを積極的に公表・提言

している点も高く評価できる。中国も含めたアジアでの研究ネットワーク・観測ネットワーク構築など、着
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実な努力も見逃せない。その一方で、全体としての目標が見えにくいという点が指摘される。 

［今後への期待、要望］ 

アジア域、太平洋洋上、陸上生態系、衛星利用による炭素循環の総合的な観測を用いて全球的なモデルの

開発を行っており、これらの成果はIPCC AR5への貢献として大いに期待できる。 

本格的なGOSAT衛星観測の実施（含む、データの質の評価と向上についての重点化）と、グローバルな共

同研究の進展に大いに期待している。 

IPCC AR5に向けて産業界を含めわが国の実態を把握し、より具体的な緩和策、適応策が提案できると、さ

らに社会的貢献度が増すと期待される。 

 なお、中核プロジェクト間の連携を強め、全体としての目標とその到達度や、国内外で進められている類

似研究に対する先導性や優位性等をより意識して研究を進められたい。 

 

（３）対処方針 

各種の観測やモデル研究を進め、成果を学術論文として公表することにより、IPCC等への貢献を目指した

い。また、GOSAT についてはプロジェクトの共同実施パートナーの協力のもとに観測を実施し、データ質の

評価と向上に向けた取り組みを進めるとともに、研究公募や共同研究に基づき国際的に研究を展開したい。

なお、より具体的な緩和策、適応策の提言については、今後の研究計画の立案の過程で研究推進方策を検討

したい。また、全体としての目標とその到達度や、国内外で進められている類似研究に対する先導性や優位

性等を意識して、中核プロジェクト間の連携を強め今後の研究を進めたい。 
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２．循環型社会研究プログラム 

 

２．１ 研究の概要 

今後の「循環型社会」を形成していくうえで達成目標を明らかにして集中的に取り組む必要のある目的指

向型の研究課題として、重点研究プログラムのいわば顔となる「中核研究プロジェクト」（以下「中核PJ」）

を次のとおり編成している。 

・近未来の資源循環システムと政策・マネージメント手法の設計・評価 

・資源性・有害性をもつ物質の循環管理方策の立案と評価 

・廃棄物系バイオマスのWin-Win型資源循環技術の開発 

・国際資源循環を支える適正管理ネットワークと技術システムの構築 

また、循環型社会・廃棄物研究センター以外の研究ユニットの研究者が主体となって実施する「関連研究

プロジェクト」として、“循環型社会形成のためのライフスタイルに関する研究”をはじめとする３課題を実

施する。さらに、中核PJ以外の研究活動として、廃棄物の適正な管理のための研究を着実に進めるため、「廃

棄物管理の着実な実践のための調査・研究」という区分を本プログラムに設け、“循環型社会に対応した安全・

安心な適正処理・処分技術の確立”などの４課題を位置付けているほか、廃棄物管理分野の「基盤型な調査・

研究」として、“廃棄アスベストのリスク管理に関する研究”等の研究課題に取り組む。 

 

２．２ 研究期間 

平成１８～２２年度 

 

２．３ 研究予算 

（予算額、単位：百万円） 

 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 累計 

運営費交付金 ４６３ ４９７ ５３０  １４９０

その他外部資金 ５６１ ３２２ ２４０  １１２３

総額 １，０２４ ８１９ ７７０  ２６１３

 

２．４ 平成２０年度研究成果の概要 

（１）近未来の資源循環システムと政策・マネージメント手法の設計・評価 

平成２０年度の研究成果目標 

①近未来の物質フロー予測のベースとなる社会条件の変化シナリオを描き、物質フローとの因果関係に

関するモデルを基に、主要な資源についての近未来の物質フローの予測を行うモデルを作成する。ビ

ジョン実現のために有効な対策を挙げて、天然資源消費等削減効果を予測するモデルを構築する。 

②個別の対策について、その実効性に関する具体的な状況分析と評価を、技術システムと社会経済シス

テムの両面から行う。技術システム評価においては、投入・産出に関する物質のインベントリデータ

整備とライフサイクルアセスメント等の手法を用いた評価を実施する。 

③廃棄物等の効果的な回収施策としてデポジット制度の特徴や適用性を具体的に検討するとともに、３

Ｒのなかでも取組が遅れているリデュース・リユースに着目した指標の開発を行う。一方、既存の政

策理念を超えた大きな視点から３Ｒ政策を再考するトップダウン型の制度研究を進める。ベンチマー

キング手法を活用した自治体のマネジメント手法の研究を進める。 

平成２０年度の研究成果（研究成果の活用状況を含む） 

① 昨年度までに試作した投入・産出型の定量的な物質フローモデルに、物質ストックを表現するサブモ

33



デル、将来の人口・世帯数等をベースに資源需要を推計するサブモデルを追加した。ケーススタディと

して、建築物を対象に将来の資源需要や廃棄物発生などの物質フローの変化と、木材による炭素蓄積な

どの物質ストックの変化を推計した。加えて、今後の世帯数や構成の経年的な変化を勘案して、近未来

における家計消費の財やサービスの需要量を種類別に推計し、需要に伴う将来のエネルギー資源量や

CO2 排出量の算定を行った。また、生活レベル（活動量）を本質的には低下させることなく、枯渇性資

源の消費量を削減するための方策を検討するために要因分解を行い、(A) 活動量あたり新規製品量、(B) 

新規製品量あたり原燃料使用量、(C) 枯渇性資源投入率の３つの因子を抽出し、これらに照らした３R

対策効果を検討できるようにモデルの改良を行った。 

 

② 既存の統計を用いて、日本全体の廃棄物等のフローについて、個別のモノ毎に発生から処理処分、循

環利用までを整理し、フロー中の技術プロセスとして、投入・産出データの整備及び循環利用におけ

る天然資源との代替関係を設定し、マテリアルリサイクル、ケミカルリサイクル、サーマルリカバリ

ーによる国全体での天然資源消費抑制、温室効果ガス排出抑制、エネルギー消費量低減、埋立処分量

削減の効果を試算できる情報基盤を整備した。循環利用を行わなかったケースをベースラインとして、

2000～2005年度のそれぞれの効果を試算した。温室効果ガスの排出削減効果の結果については、循環

基本計画の補助指標として反映された（その他の試算の結果についても、中央環境審議会において報

告）。将来の新たな資源循環技術システムの導入を想定したシナリオ解析も併せて実施し、ポテンシャ

ルを把握した。 

 

③ 前年度調査して得られた国内外のデポジット制度の情報をもとに、デポジット制度の対象物を、廃棄

物・有価物・有用物・有害物の４つに区分し、また、制度におけるモノや金銭の流れに着目して、「Ｕ

ターン方式」、「Ｊターン方式」、「Ｌターン方式」、「Ｉターン方式」という類型化を行い、それぞれの特

徴や適用性を明らかにした。また、３Ｒ指標の開発研究の一環として、リデュース・リユースに着目し

た指標の検討を行い、これらの取組を類型化しながら、「活動量」、「製品使用活動量」、「製品量」、「新

規製品製造量」に着目した指標群を提示できた（中央環境審議会において報告）。具体的な適用事例と

して、詰替商品の利用による廃棄物削減効果を定量化した。一方、トップダウン型の制度研究について

は、既存の国内外の３Ｒ政策における対象物選定の着眼点を整理するとともに、関係者の責任分担につ

いては、応益負担主義に基づいた３Ｒ政策上の新たな責任論として、「使用者責任」という考え方を着

想することができた。新自治体経営に基づく一般廃棄物処理事業改善に向けたベンチマーキング手法を

活用した住民等との情報共有手法について検討した。三都市におけるアンケート調査によって、ベンチ

マーク指標に基づく自治体間比較分析結果等の情報共有による意識変化を確認し、３Ｒへの行動変容の

可能性を示唆した。 

 

（２）資源性・有害性をもつ物質の循環管理方策の立案と評価 

平成２０年度の研究成果目標 

①プラスチックリサイクル過程におけるプロセス挙動、環境排出量調査、リサイクルに関連するリスク

低減対策技術について調査を行う。また、製品や廃棄物、環境媒体などにおける代替難燃剤の存在量

調査を行う。異なる難燃剤使用に伴う製品間の有用性、有害性の得失評価に向けた基礎検討を行う。

②資源性・有害性を有する金属類について、国際物質循環も考慮してサブスタンスフローを精緻化する

とともに、素材、製品中の含有情報を集積しつつ、リサイクル方法に応じた金属資源の回収可能性に

ついて、指標化の方法論を検討する。 

③再生製品の評価試験群のフレームを再整備し、ケーススタディを行う。発生モデルと移動モデルを接

合させ、再生製品利用場と周辺環境における有害成分挙動の評価手法を検討する。 

34



平成２０年度の研究成果（研究成果の活用状況を含む） 

① 代替難燃剤としてのリン酸エステル類の物理化学パラメータ（水溶解度、オクタノール／水分配係数）

を測定し、芳香族縮合型エステル類については、水、土壌、生物への分配ポテンシャルが、BFRと同様

の性質を有することが示唆された。パソコンや液晶テレビ等の新製品について、主要部品に含まれるBFR

やリン酸エステル類、重金属類の含有量を調査し、プラスチックケーシングや基板において、従来型の

BFRではない代替物質としてのBFRや有機リン系難燃剤の含有を確認した。BFR等への曝露低減方策と

して、モデルルームにおける家電及び繊維製品負荷実験時の換気や空気清浄機の効果について定量的な

検証を行った。PBDEを含有するTVカバーを対象とした種々のリサイクル・処理方法に対するLCA評価

を行った。CO2排出、PBDE曝露、埋立地消費を評価項目とし、対策コスト法、または、被害評価法によ

る重み付けを行った場合、コークス炉原料化、マテリアルリサイクルシナリオが優れると評価された。

RPF製造施設において施設改修前後で調査を行い、局所排気により作業環境大気の大幅な改善が見られ

たこと、また、排ガス処理の効果があることを確認した。環境省化学物質審査室より依頼を受け、製品

からの化学物質情報伝達の国際整合化・国際協調を目指して開催される「製品中の化学物質に関するワ

ークショップ」に参加し、PJ２（主にサブ１）の成果を発表し、国際的な動向を収集した（ジュネーブ、

2009年２月）。 

 

② 金属フローについて、11の金属元素のメゾマテリアルフローの推計を行い、WIO-MFA表への接続によ

り、約60製品の11元素の組成を上流側から推計した。使用済み製品の発生量や製品中金属量をもとに、

金属の二次資源として注目すべき製品、金属のスクリーニング的な評価の検討を行い、小型家電等の家

庭用製品だけでなく、産業用製品の情報蓄積の必要性があることを指摘した。パソコンをケーススタデ

ィとして行った製品中の金属量把握試験法を、他の製品にも適用しうるよう一般化した。実測や文献調

査により、小型家電及び中型家電の素材構成、金属含有量情報の収集、蓄積を行い、個別製品における

金属賦存量の試算を行った。また、パソコン基板中の金属量について、ノート型とデスクトップ型の違

いについて、金は製品重量によらず１台中の使用量が同じであることが分かった。有害性金属の水銀に

ついては、国際的に管理すべき対象物質となり、回収後動脈側で利用できなくなることを想定し、長期

保管のあり方検討の第一歩として、合金を含む水銀化合物の環境中での安定性を、熱力学的手法により

推定した。 

 

③ 大口集中利用や小口分散利用等に応じた環境安全性管理と評価試験の考え方を提案した。前年度から

の引き継ぎ課題とした「環境最大溶出可能量試験」は、精度評価を踏まえ、廃棄物学会へ規格原案とし

て提出した。カラム通水試験を開発し、室間精度等を評価した。道府県リサイクル認定製品を中心に30

種の建設系再生製品を収集し、環境安全性試験データを蓄積した。鉛を高濃度で含むブラウン管ガラス

をケーススタディとして、最終処分と有効利用を想定した環境安全性評価を実施した。試験データに基

づく数値計算モデルを用いて、非鉄スラグを例に有害物質挙動の評価を行った。 

 

また、①～③と併行して、物質管理方策の理論的な検討を実施した。チェックゲート、トレーサビリ

ティ、フローのクローズド化、曝露防止の４方策について、それら各方策の構成要素や要件などの特徴

を整理した。 

 

（３）廃棄物系バイオマスのWin-Win型資源循環技術の開発 

平成２０年度の研究成果目標 

①ガス化-改質プロセス開発において、改質触媒高度活用のための補助材料の有効性について実験的検討

を行い、より低温における触媒耐久性・再生利用特性の向上を図るための評価を行い、性能維持に不
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可欠な技術的知見を得る。バイオマス廃棄物を対象とした水素・メタン２段発酵プロセスに関しては、

エネルギー効率を踏まえた窒素除去プロセスの解析・評価を行う。また、開発した阻害アンモニアの

制御技術を評価する。 

②食品残さの乳酸発酵畜産飼料化システムの実証試験を行い、実用化に向けた条件を整理する。生活系

排水処理を対象とした高効率リン回収のための結晶化プロセスの再検討を進めると同時に、リン濃度

等に応じた吸着・脱離の技術因子を明らかとする。また、貯留汚泥からのリン回収方法の選定を進め

る。 

③首都圏を対象に、食品及び木質系バイオマスについて近未来の循環システムビジョンを描き、2030年

までシナリオ分析による時系列的なシステム整備の考え方を示す。バイオフューエル製造技術につい

ては、泥状のトラップグリースから原料抽出後の前処理技術に関する技術特性を明らかにするととも

に、超高速BDF合成技術の省資源化を行う。 

平成２０年度の研究成果（研究成果の活用状況を含む） 

① 炭素サイクル型エネルギー循環利用技術システムの開発と評価 

低温（750～850℃）の条件において、廃木材および紙・プラスチック固形化燃料を原料とした水蒸気

ガス化・改質試験を実施し、Ni-Ca系改質触媒に多孔質シリカを併用することにより、検出下限以下ま

でナフタレンの排出を抑制できること、多環芳香族炭化水素を含むタール成分をコーキングカーボンと

して多孔質シリカ表面上に蓄積すること、これらの機能には最適な細孔構造があること等を見出した。

また、触媒の耐久性向上については、改質温度750℃においても多孔質シリカの併用により十分な耐久

性を保持すること、同温度において空気酸化により触媒再生を行った場合、触媒活性が十分回復するこ

とを実験的に明らかにした。 

バイオマス廃棄物としての食堂生ごみの水素・メタン連続２段発酵システム等の検討により、基質の

成分特性を評価し、システム全体の高いエネルギー効率を維持する窒素除去プロセスの基盤を構築した。

養豚事業施設のミートメタン発酵脱離液を用いたMAP-ANAMMOXアンモニア除去システムの実証実験を行

い、MAPによるアンモニア除去・再溶解・部分亜硝酸化・ANAMMOXの各リアクターおよび全システムの

処理性能および環境負荷評価を行い、本システムの優位性を実証した。 

 

② 潜在資源活用型マテリアル回収利用技術システムの開発と評価 

高温乳酸菌を利用した非殺菌乳酸発酵実験を行い、中温殺菌乳酸発酵システムとの比較評価を行った。

食品廃棄物の回分方式の乳酸培養実験成果をベースに、LCAにより本ゼロエミッション型乳酸発酵シス

テムを評価した。また、乳酸発酵畜産飼料化システムの実証実験を行い、LCAおよびコスト評価を行い、

持続可能性を評価した。 

生活系排水処理過程に由来するリン資源の回収技術として、処理対象規模、リン濃度等に応じた吸着

法の適正活用条件を明らかにするとともに、鉄電解法における汚泥からのリン回収方法の具体的な条件

の選定を進め、リン回収プロセスの基盤を構築できた。 

 

③ 動脈-静脈プロセス間連携/一体型資源循環システムの開発と実証評価 

首都圏を対象に、食品及び木質系バイオマスを対象として、2030年頃までの需給特性を予測した。木

質系資源の供給は、間伐率の変化によって大きく変動する。需要は、大型の素材産業施設を中心に拠点

型の熱電利用の割合が大きいと考えられるが、紙ごみのエネルギー利用については、分散型システムと

して機能する可能性がある。食品系バイオマスは、茨城県県南地域での検討によって、供給について、

新たな鉄道沿線の開発に伴う空間的な発生特性の変化、及び郊外型のショッピングセンター等からの事

業系の増加が予想される。需要については、茨城県の農業への利用の観点から、飼料化、肥料化、下水

汚泥等他の汚泥系とのメタン発酵、さらに、ごみ焼却施設とのコンバインドシステムなど様々なエネル
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ギー利用のシナリオも想定できる。それらの需給システムのシナリオを、複数のビジョンの想定に応じ

て整理し、温室効果ガスの排出量を大幅に低減できる効果を試算した。 

泥状のトラップグリースから溶媒抽出法にて BDF 原料成分を回収し、原料中の遊離脂肪酸（FFA）の

酸エステル化処理、すなわち FFA の BDF 化を行い、その技術特性を明らかにした。最終的には、BDF へ

の転換収率は 95％程度であった。また、前年度開発した液化ジメチルエーテル（DME）を用いた BDF 超

高速合成技術に対して、相平衡をうまく利用することにより、DME および原料であるメタノールの添加

量を前年度の1/2以下へ低減することができた。 

 

（４）国際資源循環を支える適正管理ネットワークと技術システムの構築 

平成２０年度の研究成果目標 

①国際資源循環及び関連する国内資源循環のフローの精緻化を継続する。アジア地域規模での関連政策

の適用可能性を検討するとともに、国際資源循環の評価手法の適用と改良を試みる。 

②アジア地域におけるE-wasteの資源循環過程からのPOPsなどの残留性有機汚染物質や、水銀などの無

機汚染物質の発生状況について、土壌などの試料の採取・測定分析・毒性評価・モニタリング方法の

検討を継続し、資源循環過程との関係の解釈を試みる。 

③東および東南アジアにおける廃棄物処理フローと埋立地からの温室効果ガス排出の特性を捉え、導入

可能な埋立技術の機能を評価する指標を示す。 

④中国における液状廃棄物の適正処理技術システムの開発・評価について、現地の地域特性を踏まえた

汚水性状、バイオマス性状、汚濁負荷の質・量特性の調査を進め、処理技術のカスタマイズと機能解

析を行う。 

平成２０年度の研究成果（研究成果の活用状況を含む） 

① 国際資源循環の物質フロー分析として、家電・パソコン、廃プラスチックの国内・国際フローについ

て、物質フローの精緻化を行った。家電は４品目の推定中古輸出台数が、2007年度で480万台程度まで

増加したこと、中古テレビの輸出先が、香港などの輸入規制に応じてベトナムなどへ変化したこと、韓

国でも制度内回収が排出台数の４割以下とみられること、などを明らかにした。輸出予定の金属スクラ

ップを調査し、家電・パソコンとともに鉛バッテリーを含む有害物質や火災原因物質などが混入してい

ることを把握した。有害物質の輸出防止、アジア地域で中古電気電子機器の貿易管理を行う必要性を指

摘した。また、今年度は循環資源の輸出傾向が急速に低下したなか、廃ペットボトルについて中国での

原料需要落ち込みの状況を把握するとともに、国内でのリサイクルシステム構築の必要性を示した。こ

れらのE-wasteに関する成果は、11月に開催した第５回国立環境研究所E-wasteワークショップにおい

て、各国専門家と議論をするなかからも得られた。 

 

② E-wasteの筐体について非制御熱負荷過程を模した200℃以下の低温加熱実験により、難燃剤および

ダイオキシン類の排出挙動を定量的に把握した。また、インド２都市のE-wasteリサイクル現場におい

て、廃製品から環境媒体の試料を採取し、E-wasteに由来する環境汚染のカテゴリゼーションを行った。

周辺土壌の臭素系難燃剤（BFR）濃度は、対照地域に比べて数桁高く、BFR関連汚染物質である臭素化ダ

イオキシン類濃度の上昇も明瞭であり、毒性等量試算で1,000 pg/gを越えるケースが見られた。 

 

③ 埋立地現場において発生ガスの発生特性を捉えるため、ボーリングバー穿孔-チャンバー法を考案、

国内およびタイ、マレーシアで適用し、この手法を用いた嫌気性分解率ならびにメタン酸化率の評価手

法の検討を進めた。タイの埋立地の一次分解定数が、約0.3であることを示した。また、タイにおいて

準好気性埋立の効果を検証するライシメータならびにテストセル実験のセットアップを行った。日本に

おける分別行動の成因分析を進め、同様の手法を用いたタイとの比較研究を開始した。アジアにおける
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廃棄物ストリームをパターン化するダイアグラムを考案した。さらに、ベトナムにおけるし尿・生ごみ

のフロー調査を開始した。第３回アジアにおける廃棄物管理の改善と温室効果ガス削減に関するワーク

ショップを開催し、分別収集の重要性ならびに廃棄物処理における持続性のあり方について議論した。 

 

④ 中国を事例とした生活排水の特性調査・解析により、BOD/N 比、濃度および水量が、我が国の原単位

と比較し異なる状況を明らかにしつつあり、地域特性に適合した液状廃棄物対策技術開発に向けた基礎

的知見を得ることができた。また、途上国における小規模分散型処理を想定した実家庭の生活雑排水を

処理する傾斜土槽法では、通年の温度変化および日間水量変動においても、有機物（特に懸濁態）の効

率的な処理性能が得られた。人工湿地システムについては、汚水流下方法別に生活排水の処理機能およ

び処理過程で発生する温室効果ガスの発生特性の温度変動解析を行い、四季を通しての処理特性および

CH4、N2Oの温室効果ガス発生特性を明らかにした。 

 

（５）関連研究プロジェクト 

平成２０年度の研究成果目標 

①（循環型社会形成のためのライフスタイルに関する研究） 循環型社会形成のための市民の意識や行

動に関する研究を実施する。エネルギー消費や廃棄物問題等市民の行動が必要不可欠な分野に焦点を

あて、持続可能な消費形態のあり方や社会全体の持続可能な消費への移行についての方策を探る。 

②（循環型社会実現に資する経済的手法、制度的手法に関する研究） 家計のごみ排出モデルおよびリ

サイクルモデルを開発するためのデータベースの構築と、モデルの理論的フレームワークを検討する。

③（特定地域における産業間連携・地域資源活用によるエネルギー・資源の有効利用の実証） 1) 循環

資源の発生と、その受け入れ施設である既存動脈産業を含む循環産業拠点のGISデータベースを構築

する。 2) 廃棄物の特性に合った循環圏を想定し、新規施設や拠点施設の将来の立地のあり方につい

て、基礎的検討を行う。 3) 省庁委員会や国際学会において積極的な情報発信を行うエコタウン等の

拠点都市を対象に、動脈産業、静脈産業間の連携や、バイオマス資源・廃棄物等の地域資源活用によ

る水・エネルギー・資源の有効利用の研究を自治体・企業との連携で行う。特に、地域ＧＩＳデータ

ベースを構築することによって、産業集積地区での廃棄物の受け入れと水・物質・エネルギーフロー

の空間分布の特性を解析する。 

平成２０年度の研究成果（研究成果の活用状況を含む） 

① 第２次循環型社会形成推進基本計画の進捗状況の点検における「取組指標」のための調査方法につい

て、部会を担当する環境省の担当部局に、本課題実施の調査データを用いての助言を行った。この取組

指標は、循環型社会形成のための市民の意識や行動に関する取組を指標化し、計画の進捗状況の把握に

資するものである。(１)特定の団体へのアンケートは、代表性等に大きな問題があるため使用すべきで

はないこと、(２)内閣府の世論調査は、質問文と選択肢について、担当課の要望が必ずしも取り上げら

れるとは限らないことなどの問題点があること、(３)インターネット調査は、「国民全体の取組」とい

う観点から、所得層と教育水準がある一定以上のサンプルに偏っていること（したがって、一般的に専

門調査員を用いた個人面接による世論調査と比較すると、いくつかの取組指標の取組率に有意な差が出

ること）などが指摘された。(３)については、現在、特に欧米で議論されている社会的排除の問題の観

点からみると、倫理的な問題（中央政府の取組が、ある一定以上の所得層・教育層を対象にしているこ

とを意味するとも解釈されるため）をはらんでいると示唆され、持続可能性を議論した。 

 

 

② 家計のごみ排出行動やリサイクル行動を把握するために実施した家計パネル調査（家計のごみ排出量、

世帯所得、世帯人員など）について、収集したデータをクリーニングし、分析のためのデータベースを
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構築した。また、家計のごみ排出行動およびリサイクル行動のモデルの理論的フレームワークを検討し

た。 

 

③ア 東京・神奈川・千葉を中心とする首都地域において、一般・産業両廃棄物の厨芥を含むバイオマス

及びプラスチックなどの有機系資源を中心とする循環資源の発生と、その受け入れ施設である既存動

脈産業を含む循環産業拠点について、その分布的特性を調査した。 

③イ 廃棄物の特性に合った循環圏を想定し、圏域の一部については、調査により求められた発生・受け

入れ双方の分布や制約条件（地価や交通網など）との比較を行って、新規施設や拠点施設の将来の立

地のあり方について基礎的検討を行った。この際必要となる循環技術の評価には、従来の相対的評価

によるものではなく、資源の効果的な活用方法であるかを絶対値としても判断できる手法を検討して

いる。また、循環資源の広域移動を促進するために、各ステークホルダーにそれぞれメリットがある

制度・システムとなるための基礎的な枠組みを検討した。 

③ウ 環境省エコタウン展開検討研究会、経済産業省全国エコタウン大会、環境省エコタウン担当者全国

連絡会議において、研究の進捗、方向性を報告するとともに、国内外の学会で情報発信を行った。特

に、平成20年 12月に、川崎市で産業エコロジー国際学会のアジア太平洋会議を主催して、研究成果

についての発信と交流を積極的に行った。地域循環の拠点基盤としてエコタウンに注目し、川崎エコ

タウンを対象として難再生古紙循環利用の製紙工場、廃プラスチックの高度還元剤利用施設、循環型

セメント工場、バイオマス循環施設を用いた都市産業共生型の廃棄物政策シナリオについて、資源循

環のGISデータベースと資源移動解析モデル、および、地域空間LCA評価システムを構築して将来的

な環境負荷の削減可能性を定量的に評価した。天然資源の代替効果も含むと、循環型産業施設の活用

により廃棄物処理に起因するCO2の排出が50％近く削減できることが明らかになった。 

 

（６）廃棄物管理の着実な実践のための調査・研究 

平成２０年度の研究成果目標 

①（循環型社会に適応した安全・安心な適正処理・処分技術の確立） 廃棄物・循環技術・場を特性化

し、埋立廃棄物の質に対応した新規埋立処分類型を提示し、カラム試験に着手する。また、最終処分

場の早期警戒、ライフサイクル型保有水制御・管理、品質管理・保証システムの試案を提示する。処

分場跡地利用促進のための技術評価に着手し、処分場ガスの発生源モニタリング方法を確立すること

で、施設の総合的な適正管理方法の適用性を検証する。さらに、焼却等の熱処理施設からの排ガス発

生源モニタリング方法を改良するとともに、適用例の蓄積を進め、ばいじん等残さの制御を含む総合

的な施設の運転管理方法に関し適用性の検証を継続する。 

②（試験評価・モニタリング手法の高度化・体系化） 次期POPs候補物質について、前年度までに開発

した分析方法を適用し、廃棄物処理施設等において各種媒体（廃棄物、焼却残渣等）中の測定を実施

するとともに、その現場適用の結果から、主に前処理方法に係る分析方法の最適化を進める。また、

ダイオキシン類の公定法アッセイに関して、他媒体（汚泥、排水等）への適用性について検討を行う。

新規アッセイ系については、検出系の最適化、前処理法の検討を進める。さらに、循環資源及び廃棄

物試料に対する簡易分析法や新規分析法に関し、廃棄物処理施設等の現場適用を行い、その有用性に

ついて検討する。 

③（液状・有機性廃棄物の適正処理技術の高度化） 生活排水等の浄化槽等における処理機能改善、適

正化システム技術等の開発を進めると同時に、汚水処理装置の製造・運転・廃棄等、ライフサイクル

における温室効果ガスのインベントリを作成する。事業場排水等の汚水及びこれらの処理過程で発生

する汚泥等については、生物・生態工学的技術及び物理化学的技術の最適組み合わせによる効率的な

処理技術開発と資源化のための機能解析を行う。 
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④（廃棄物の不適正処理に伴う負の遺産対策） 不適正最終処分場等の最適修復技術選定プログラムの

実処分場への適用性を検討し、必要な改良を行うとともに、関連修復サイト及びPOPs廃棄物処理施設

でのフォローアップを実施する。また、PCB、廃農薬のモニタリング手法に関しては、実施設での適用

による評価を進める。さらに、POPs廃棄物処理施設等において、各種媒体中のPOPs様物質の測定を

実施し、その現場適用の結果から、分析方法の最適化を進める。 

平成２０年度の研究成果（研究成果の活用状況を含む） 

① わが国の埋立処分の課題を抽出し、循環型社会に求められる埋立処分ビジョンとそこに到達するため

のシナリオ構築を進めた。まず、エンド・オブ・パイプ制御から入り口制御への転換として、発生源ま

で遡上し、埋立廃棄物を利用可能性と埋立適格性で分類し、再生資源の拠点となる中間処理プロセスに

おける物質分配と埋立廃棄物性状を評価した。次に、現在の埋立処分場の３類型（安定型・管理型・遮

断型）から新規埋立３類型（土地造成型・備蓄型・安定化促進型）を提案し、シナリオ構築のための大

学、地方研究機関、民間、および学会との必要な研究体制を構築した。また、各新類型で想定される埋

立廃棄物の安定化パラメータを把握するカラム実験、膜分離を主プロセスとした浸出水処理システムの

実証実験に着手するとともに、アスベスト埋立跡地の形質変換ガイドライン案を提示した。海面最終処

分場の廃止基準適合へ向けた維持管理手法について、浸出水水質に着目して集排水設備の機能評価を数

値解析によって実施し、ポンド型集排水設備に比較して、排水暗渠の集排水機能が優位であることを確

認した。焼却処理施設適正管理手法の構築に関しては、従来方式の炉に加え、ガス化溶融炉での排ガス

及びばいじん中ダイオキシン類（DXNs）と排ガス中有機ハロゲン濃度（OXs）の測定を行った。DXNs 再

合成挙動のほか、排ガス及びばいじん中 DXNs と OXs との相関等に関する特性を解析し、ダイオキシン

類のモニタリング制御手法の確立に向けた課題を抽出した。 

 

②ア 新規POPs物質として2009年に規制対象物質となる予定のペンタクロロベンゼンについて、廃棄物

処理過程（焼却）における発生・分解挙動を把握するため、熱処理プラントにて一般廃棄物の燃焼実

験を行った。クロロベンゼン類は燃焼過程で非意図的に生成するが、二次燃焼、ガス急冷、バグフィ

ルターによるばいじん除去等の排ガス処理設備により、ダイオキシン類同様除去されることを確認し

た。 

②イ 一般廃棄物及び産業廃棄物焼却施設において通年に及ぶ排ガス及び焼却灰試料のサンプリングを

行い、化学分析とバイオアッセイを適用した。化学分析では、ダイオキシン類の組成や毒性等量の年

間変動について考察を行い、簡易法として適用したバイオアッセイでは、適用したアッセイ種（細胞、

酵母、抗体、抗体センサー）によるダイオキシン類の検出特性について考察を行ったほか、各アッセ

イによる毒性等量推定値と化学分析値との符合について検討した結果、適切な前処理法と組み合わせ

ることで、確度の高い毒性等量推定値が得られることが分かった。また、新規アッセイ法として、各

種の核内受容体結合／レポーター遺伝子アッセイを導入、国内外の港湾底質試料に適用し、得られる

毒性のキャラクタリゼーションを行った。 

③ウ 一般廃棄物焼却施設におけるPbの管理のため、オンサイト分析が可能なカートリッジ式ボルタンメ

トリー装置を用いて実施設での調査を行い、溶融スラグや施設内の水試料に適用して良好な結果を得

た。また、同装置を用いて As 分析を検討した。陰イオン交換樹脂膜カートリッジで１ng/L の定量限

界を得、共存陽イオンが多い場合には、ジルコニウム共沈法を併用することで対処可能であることを

確認したプラスチックに汎用されるベンゾトリアゾール系紫外線吸収剤7物質について、気体試料か

らのミニカラムによる捕集方法を確立した。アミノシリカカラムによる精製、GC/HRMS を用いた高感

度分析手法を確立し、実施設調査に適用した。廃棄物処理・リサイクル過程で放散が予測されるニト

リル類など約100物質の有機窒素化合物について、GC/MSと GC/FTDのデュアル検出手法を用いた一斉

スクリーニング/半定量分析方法を検討した。 
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（資料６０）環境マネジメントシステムの実施概要 

 

 
 環境配慮の取組の一層の充実を図るため、平成１９年４月に「環境マネジメントシ

ステム運営規程」を策定し、環境マネジメントシステムを運用している。その実施概

要は、次のとおり。 

 
（１）当研究所の環境マネジメントシステムは、規格化されたシステムのガイドライ

ンを参考に構成しており、いわゆる PDCA サイクル（Plan, Do, Check, Action)

に基づく構成である。 

（２）体制としては、最高環境管理責任者として理事（企画・総務担当）を充て、環

境管理に関する事務を統括した。それを補佐する役として、統括環境管理責任

者（総務部長）を置くとともに、所内のマネジメントシステムの運営・管理等

の実務を担うため、総務部総務課に担当部署を設けた。内部監査は、監査室長

を責任者として行うこととした。 

（３）ユニットごとに、環境管理責任者（ユニット長）及び課室環境管理者（課室長）

を置き、ユニット職員の取組を確認・評価し、必要に応じて是正措置、予防措

置を講ずることとした。 

（４）２０年度の取組項目としては、１９年度と同様、第２期中期計画に掲げられた

環境保全目標を中期的な目標として活用することとし、①「水使用量の削減」

の対象に地下水を加え、上水使用量と合わせたトータルな水資源の管理を行う

こと、②通勤に伴う環境負荷について自主的な削減に取り組むことを加えた。

また、取組項目ごとに、年度目標を立てて取組を実施した。なお、目標の設定

は、中期的目標を前年度既に上回った項目については、前年度の状況を悪化さ

せない目標（同レベルを維持又は向上）を設定することとしている。 

（５）取組を適切に実施するために、職員が年に３回評価シートを記入することで、

個々の取組の実施状況を把握するとともに、その取組状況は環境管理委員会に

報告された。二酸化炭素排出量、廃棄物発生量等の環境負荷の状況については、

毎月、統括環境管理責任者がユニット長会議で報告した。 

（６）なお、当研究所の独自の工夫としては、次の点が挙げられる。 

・ 環境マネジメントシステムについて、所のイントラネットを利用し、所内

に広く公開し、周知・徹底を図っていること。 

・ 職員が行う評価シートの記入・閲覧は、イントラネットを利用し、オンラ

イン上で実施できる仕組みとしていること。 
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（資料６１）平成２０年度における安全衛生管理の状況 

 

１．安全衛生管理の体制 

労働安全衛生法に基づき「衛生委員会」を開催し、職員の健康を保持増進するための

諸事項について審議を行うとともに、「安全管理委員会」において、化学物質管理シス

テムを活用し、化学物質等管理の一層の強化を図った。 

 

２．健康管理の状況 

労働安全衛生法に基づく雇入時健康診断、定期健康診断、有害業務従事者健康診断、

有機溶剤等健康診断、特定化学物質等健康診断及び電離放射線健康診断、行政指導等に

基づく紫外線・赤外線業務、ＶＤＴ作業、レーザー光線業務及び運転業務に従事する者

に対する健康診断を実施したほか、希望者に人間ドック、胃がん検診及び歯科検診を実

施した。 

職員のメンタルヘルス対策として、専門医療機関との契約により随時カウンセリング

を受けることができる体制を整備するとともに、専門家によるメンタルヘルスセミナー

を 2回開催した。また、生活習慣病対策として、健康セミナーを 1回開催した。 

 

３．作業環境測定の実施 

労働安全衛生法に基づき、有機溶剤・特定化学物質取扱い実験室及び放射線管理区域

内の放射性物質取扱作業室並びに中央管理方式による空調設備のある一般事務室につい

て、適正な作業環境を確保し、職員の健康を保持するため、作業環境測定を実施した。 

 

４．所内安全巡視の実施 

労働安全衛生法に基づき、設備及び作業方法等を確認し、職場環境の改善並びに事故

災害の予防措置を図るため、産業医及び衛生管理者による所内安全巡視を実施した。 

 

５．教育訓練の実施 

放射線業務従事者、遺伝子組換え実験従事者に対し、関係法令の周知等を図り、実験

に伴う災害の発生を防止するため、各専門の外部講師を招聘し、教育訓練を実施した。 

 

６．その他 

・所内の安全管理のため、消防計画に基づく消火訓練を実施した。 

・ＡＥＤ（自動体外式除細動器）1台を新たに追加設置し、救命救急講習会と併せて

ＡＥＤの取り扱い方法についても講習会を実施した。 
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名　　称 委員会の役割

理事会 研究所の業務執行方針を確立するための重要事項を審議する。

ユニット長会議
研究所の運営に係る重要事項について連絡調整する。
（理事長、理事、ユニット長等）

研究評価委員会
研究所における研究の評価等を実施する。
（理事長、理事、ユニット長、副ユニット長、上級主席研究員
等）

人事委員会
研究系職員の採用、転任、昇任、昇格及び長期出張等について
審議を行う。

運営協議会
研究所の運営について協議する。
（室長クラス以上）

名　　称 委員会の役割

衛生委員会
研究所における衛生管理に関する重要事項について調査・審議
する。

安全管理委員会 研究所の安全管理に関する重要事項について調査・審議する。

遺伝子組換え実験安全委
員会

遺伝子組換え実験に係る規則等の制定又は改廃等について調
査・審議する。

放射線安全委員会 放射線障害の防止について重要な事項を審議する。

医学研究倫理審査委員会 医学的研究等について、研究計画の倫理上の審査を行う。

ヒトＥＳ細胞研究倫理審
査委員会

ヒトＥＳ細胞を用いた研究について、研究倫理の観点及び科学
的妥当性の観点から審査を行う。

名　　称 委員会の役割

広報委員会
研究所の広報・成果普及の基本方針、計画の策定等について調
査・審議する。

編集委員会
研究所の刊行物の発行に関する基本方針の審議及び編集を行
う。

環境情報委員会
環境情報に関する資料の収集、整理及び提供に係る基本的事項
を審議する。

セミナー委員会
研究所の実施する研究発表会、講演会等の実施・運営について
検討する。

環境管理委員会
研究所の環境配慮の基本方針を定め、環境配慮の措置状況をモ
ニターし、環境配慮の着実な実施を図る。

（資料６２）研究所内の主要委員会一覧

（研究所運営のためのその他の委員会）

（法律・指針等に基づく委員会）

（定例会議）
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棟
）

7
0
,
6
8
6

外
壁
改
修

外
壁
等
改
修

外
壁
等
改
修

外
壁
等
改
修

外
壁
等
改
修

（
動
物
実
験
棟
）

5
1
,
7
8
7
（
共
通
設
備
棟
）

8
6
,
0
0
0
（
水
環
境
実
験
施
設
）

4
5
,
7
1
9
（
生
物
環
境
調
整
実
験
施
設
）

6
1
,
5
7
2
（
管
理
分
析
棟
）

2
3
,
7
7
3

（
大
気
汚
染
質
）

2
2
,
6
4
5
（
ポ
ン
プ
棟
）

1
2
,
6
9
7
（
守
衛
所
）

5
6
0
（
大
気
拡
散
実
験
棟
）

2
7
,
0
2
5
（
一
般
実
験
排
水
処
理
施
設
棟
）

1
0
,
1
6
5

（
大
気
化
学
実
験
棟
）

2
3
,
2
7
0
（
土
壌
実
験
棟
）

3
1
,
7
5
2
（
大
気
モ
ニ
タ
ー
棟
）

2
,
3
0
8
（
会
議
棟
）

7
8
,
6
3
8

計
（
生

態
系
研
究
フ
ィ
ー
ル
ド
１
）

4
,
7
8
9
（
動
物
２
棟
）

2
0
,
8
8
1

【
電
気
設
備
】

【
電
気
設
備
】

【
電
気
設
備
】

【
電

気
設
備
】

【
電
気
設
備
】

受
電
設
備
更
新

受
電
設
備
更
新

受
電
設
備
更
新

受
電

設
備
更
新

受
電
設
備
更
新

（
研
究
本
館
Ⅰ
（
旧
研
究
１
棟
）
）

1
0
8
,
6
9
5
（
生
物
環
境
調
節
実
験
施
設
）

1
5
0
,
0
0
0
（
動
物
１
棟
）

1
0
0
,
0
0
0
（
水

環
境
実
験
施
設
）

1
0
4
,
0
0
0
（
研
究
本
館
Ⅰ
（
旧
研
究
２
棟
）
）

1
2
0
,
0
0
0

（
計
測
棟
）

6
2
,
2
8
9

画
【
機
械
設
備
】

【
機
械
設
備
】

【
機
械
設
備
】

【
機
械
設
備
】

【
機
械
設
備
】

老
朽
配
管
更
新

老
朽
配
管
更
新

老
朽
配
管
更
新

老
朽
配
管
更
新

老
朽
配
管
更
新

・
給
水
（
Ｒ
Ｉ
、
大
気
汚
染
質
）

7
2
,
9
1
9
・
給
水
（
保
存
棟
１
）

5
0
,
0
0
0
・
給
水
（
生
態
系
研
究
ﾌ
ｨ
ｰ
ﾙ
ﾄ
ﾞ
Ⅰ
）

3
,
0
0
0
・
給
水
（
処
理
セ
ン
タ
ー
Ⅰ
）

3
9
,
3
0
0
・
給
水
（
ｴ
ﾝ
ｾ
ﾝ
）

2
,
0
0
0

・
給
湯
（
研
Ⅰ
）

9
5
,
0
0
0
・
給
湯
（
共
同
利
用
）

3
9
,
3
0
0
・
給
湯
（
動
物
Ⅰ
、
動
物
Ⅱ
）

7
5
,
0
0
0

・
再
熱
ｺ
ｲ
ﾙ
（
動
物
Ⅱ
特
殊
系
Ｂ
Ｈ
）

9
6
,
5
5
2
空
調
設
備
更
新

空
調
設
備
更
新

空
調
設
備
更
新

空
調
設
備
更
新

・
ｴ
ｱ
ﾊ
ﾝ
、
Ｐ
Ａ
Ｃ

2
8
,
0
0
0
・
ﾌ
ｧ
ﾝ
ｺ
ｲ
ﾙ
（
保
存
１
）

3
0
,
0
0
0
・
再
熱
ｺ
ｲ
ﾙ

3
7
,
0
0
0
・
ｴ
ｱ
ﾊ
ﾝ
（
ｴ
ｺ
ﾄ
ﾛ
ﾝ
（
2
4
Ｈ
）
）

2
5
,
0
0
0

（
動
物
Ⅱ
特
殊
系
、
大
気
共
同
）

・
還
水
ﾎ
ﾟ
ﾝ
ﾌ
ﾟ
（
動
物
Ⅱ
、
Ｒ
Ｉ
）

3
,
0
0
0
（
生
態
系
ﾌ
ｨ
ｰ
ﾙ
ﾄ
ﾞ
Ⅰ
温
室
Ｓ
Ｈ
）

・
空
気
濾
過
器
（
動
物
Ⅱ
）

2
5
,
0
0
0

・
冷
温
水
ﾎ
ﾟ
ﾝ
ﾌ
ﾟ

2
0
,
0
0
0

水
槽
類
更
新

（
動

物
Ⅱ
×
３
、
共
同
利
用
×
２
、
保
存
棟
１
×
３
、

衛
生
設
備
更
新

分
・
ﾌ
ﾞ
ﾗ
ｲ
ﾝ
ﾎ
ﾟ
ﾝ
ﾌ
ﾟ

1
6
,
0
0
0
・
Ｒ
Ｏ
水
槽
（
ﾊ
ﾞ
ｲ
ｵ
ﾄ
ﾛ
ﾝ
）

5
,
0
0
0
　
ｴ
ﾈ
ｾ
ﾝ
×
２
）

・
濾
過
装
置
（
ﾎ
ﾟ
ﾝ
ﾌ
ﾟ
棟
、
ｱ
ｸ
ｱ
ﾄ
ﾛ
ﾝ
）

4
0
,
0
0
0

（
研
Ⅰ
×
２
、
動
物
Ⅰ
棟
×
４
）

・
原
水
高
架
水
槽
（
ｱ
ｸ
ｱ
ﾄ
ﾛ
ﾝ
）

5
,
0
0
0
・
還
水
ﾎ
ﾟ
ﾝ
ﾌ
ﾟ

3
,
0
0
0

・
還
水
槽
（
共
同
利
用
、
共
同
研
究
）

9
,
0
0
0
（
大
気
汚
染
質
、
共
同
利
用
）

水
槽
類
更
新

・
再
熱
ｺ
ｲ
ﾙ
（
保
存
１
再
熱
Ｂ
Ｈ
）

2
2
,
0
0
0
・
膨
張
水
槽
（
研
Ⅰ
（
給
湯
・
熱
交
）

1
6
,
0
0
0

・
雑
用
水
槽
（
ポ
ン
プ
棟
）

6
,
0
0
0

・
還
水
ﾎ
ﾟ
ﾝ
ﾌ
ﾟ
（
保
存
１
、
動
物
Ⅰ
）

3
,
0
0
0

衛
生
設
備
更
新

・
膨
張
水
槽
（
共
同
利
用
、
共
同
研
究
）

1
7
,
0
0
0

・
揚
水
ﾎ
ﾟ
ﾝ
ﾌ
ﾟ
（
動
物
Ⅰ
）

4
,
0
0
0

水
槽
類
更
新

・
還
水
槽
（
ｴ
ｺ
ﾄ
ﾛ
ﾝ
、
大
気
共
同
）

1
0
,
0
0
0

エ
レ
ベ
ー
タ
ー
更
新

（
土
壌
棟
）

4
5
,
0
0
0

（
廃
棄
物
・
廃
水
処
理
施
設
）

（
廃
棄
物
・
廃
水
処
理
施
設
）

（
廃
棄
物
・
廃
水
処
理
施
設
）

（
廃
棄
物
・
廃
水
処
理
施
設
）

個
別
実
験
廃
液
廃
液
タ
ン
ク
更
新

1
5
,
0
0
0
給
水
装
置
更
新
　
環
境
保
険
研
究
棟

4
,
5
0
0
一
般
系
原
水
槽
塗
膜
工
事

4
,
5
0
0
特
殊
固
体
焼
却
炉
耐
火
レ
ン
ガ
交
換

4
,
6
0
0

同
上
処
理
設
備
改
修

2
0
,
0
0
0
同
上
生
態
系
研
究
フ
ィ
ー
ル
ド
Ⅰ

4
,
5
0
0
同
上
沈
殿
槽
ス
カ
ム
除
去
設
備
改
修

5
,
5
0
0
同
上
バ
グ
フ
ィ
ル
タ
ー
塔
補
修

7
,
2
0
0

一
般
固
体
焼
却
炉
ス
プ
レ
ー
塔
更
新

5
5
,
0
0
0
研
究
Ⅲ
棟
廃
水
処
理
施
設
修
繕

9
,
5
0
0
純
水
装
置
更
新
研
究
Ⅱ
棟

1
4
,
2
2
0
動
物
系
調
整
槽
塗
膜
工
事

3
,
5
0
0

同
上
耐
火
レ
ン
ガ
交
換

1
0
,
0
0
0

同
上
水
環
境
実
験
施
設

1
4
,
2
2
0
同
上
曝
気
槽
塗
膜
工
事

6
,
0
0
0

処
理
水
再
利
用
設
備
更
新

3
0
,
0
0
0

同
上
監
視
盤
・
動
力
盤
更
新

8
0
,
0
0
0

缶
プ
レ
ス
機
更
新

3
,
5
0
0

特
殊
系
計
装
機
器
更
新

1
9
,
0
0
0

ガ
ラ
ス
ク
ラ
ッ
シ
ャ
ー
更
新

3
,
5
0
0

R
O
装
置
更
新
　
ホ
ル
モ
ン
棟

5
,
0
0
0

（
水
環
境
保
全
再
生
研
究
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
）

（
水
環
境
保
全
再
生
研
究
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
）

（
水
環
境
保
全
再
生
研
究
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
）

（
水
環
境
保
全
再
生
研
究
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
）

加
圧
浮
上
槽
塗
装
工
事

3
,
0
0
0
逆
洗
水
槽
更
新

2
,
0
0
0
中
央
制
御
盤
更
新

5
,
7
6
0
ス
ク
ラ
バ
ー
装
置
更
新

3
0
,
0
0
0

第
１
原
水
槽
更
新

3
,
5
0
0

脱
水
機
更
新

4
,
5
0
0

計
4
1
4
,
8
8
7

計
5
0
0
,
9
6
7

4
9
9
,
2
2
1

5
3
3
,
8
8
0

7
1
1
,
8
0
3

（
資
料
６
３
）
設
備
の
整
備
に
関
す
る
事
業
計
画
（
平
成
１
８
年
度
～
平
成
２
２
年
度
）

平
成
２
２
年
度

平
成
１
８
年
度

平
成
１
９
年
度

平
成
２
０
年
度

平
成
２
１
年
度
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（
資

料
６

４
）

平
成

２
０

年
度

国
立

環
境

研
究

所
の

勤
務

者
数

（
平

成
２

１
年

３
月

末
現

在
）

費
業

務
別

人
数

勤
務

形
態

別
人

数
常

勤
身

分
形

態
備

考
用

研
究

・
換

算
数

管
理

部
門

情
報

部
門

週
１

日
週

２
日

週
３

日
週

４
日

週
５

日

常
勤

職
員

４
０

２
０

２
２

４
２

２
４

２
人

件
費

の
対

象
と

な
る

職
員

契
約

職
員

(
小

計
)

(
3
8
)

(
5
8
0
)

(
1
5
)

(
3
3
)

(
1
4
7
)

(
3
0
)

(
3
9
3
)

(
4
9
5
)

業
務

費
に

よ
り

雇
用

し
て

い
る

職
員

N
I
E
S
特

別
研

究
員

１
５

１
５

１
５

職
員

人
事

規
程

に
基

づ
き

雇
用

N
I
E
S
ﾌ
ｪ
ﾛ
ｰ

１
２

６
２

７
２

７

負
N
I
E
S
ﾎ
ﾟ
ｽ
ﾄ
ﾞ
ｸ
ﾌ
ｪ
ﾛ
ｰ

８
９

８
９

８
９

担
N
I
E
S
ｱ
ｼ
ｽ
ﾀ
ﾝ
ﾄ
ﾌ
ｪ
ﾛ
ｰ

３
６

３
６

３
６

契
約

職
員

採
用

等
規

程
に

基
づ

き
雇

用

有
N
I
E
S
ﾘ
ｻ
ｰ
ﾁ
ｱ
ｼ
ｽ
ﾀ
ﾝ
ﾄ

２
８

１
０

８
７

３
９

高
度

技
能

専
門

員
５

８
４

１
３

２
０

４
６

１
７

４

ア
シ

ス
タ

ン
ト

ス
タ

ッ
フ

３
０

３
０

１
４

２
２

１
２

０
２

２
１

６
３

２
４

３

シ
ニ

ア
ス

タ
ッ

フ
採

用
等

規
程

に
基

づ
き

雇
用

シ
ニ

ア
ス

タ
ッ

フ
２

１
１

２
２

派
遣

職
員

１
４

２
０

３
４

３
４

派
遣

契
約

に
基

づ
く

施
設

運
転

等
請

負
従

事
者

３
７

３
５

７
２

請
負

契
約

に
基

づ
く

小
計

１
２

９
８

３
７

１
５

３
３

１
４

７
３

０
６

６
９

８
４

３

負
共

同
研

究
員

８
０

－
８

０
共

同
研

究
員

規
程

に
基

づ
き

受
け

入
れ

担
研

究
生

１
０

５
－

１
０

５
研

究
生

受
入

規
程

に
基

づ
き

受
け

入
れ

無
小

計
１

８
５

－
１

８
５

１
２

９
１

，
０

２
２

合
計

１
，

１
５

１
－

１
，

０
２

８

注
）

上
記

の
外

、
特

別
客

員
研

究
員

１
３

人
、

客
員

研
究

員
２

７
２

人
が

い
る

。
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（
単

位
：
百

万
円

）

平
成
２
０
年
度

平
成
１
９
年
度

平
成
１
８
年
度

平
成
２
０
年
度

平
成
１
９
年

度
平
成
１
８
年
度

平
成
２
０
年
度

平
成
１
９
年
度

平
成
１
８
年
度

重
点
研
究
プ
ロ
グ
ラ
ム

2
,0
6
4

2
,1
1
0

1
,8
2
1

1
,8
0
8

1
,8
5
4

2
,2
4
3

3
,8
7
2

3
,9
6
4

4
,0
6
4

地
球
温
暖
化
研
究
プ
ロ
グ
ラ
ム

8
6
2

1
,0
2
6

8
3
2

6
7
1

7
1
9

7
8
8

1
,5
3
3

1
,7
4
5

1
,6
2
0

循
環
型
社
会
研
究
プ
ロ
グ
ラ
ム

5
3
0

4
9
7

4
6
3

2
4
0

3
2
2

5
6
1

7
7
0

8
1
9

1
,0
2
4

環
境
リ
ス
ク
研
究
プ
ロ
グ
ラ
ム

4
1
0

4
2
9

3
7
1

5
4
2

4
7
2

6
0
8

9
5
2

9
0
1

9
7
9

ア
ジ
ア
自
然
共
生
研
究
プ
ロ
グ
ラ
ム

2
6
2

1
5
8

1
5
5

3
5
5

3
4
1

2
8
6

6
1
7

4
9
9

4
4
1

知
的

研
究

基
盤

研
究

9
0
3

8
2
2

7
4
0

5
4
5

6
4
1

6
6
8

1
,4
4
8

1
,4
6
3

1
,4
0
8

環
境
研
究
基
盤
技
術
ラ
ボ
ラ
ト
リ
ー

3
2
3

2
5
2

1
2
9

3
1
4

4
3
7

4
3
4

6
3
7

6
8
9

5
6
3

地
球
環
境
研
究
セ
ン
タ
ー

5
8
0

5
7
0

6
1
1

2
3
1

2
0
4

2
3
4

8
1
1

7
7
4

8
4
5

基
盤

研
究

8
2
6

8
5
3

6
1
5

1
,0
8
1

1
,1
4
4

1
,2
8
0

1
,9
0
7

1
,9
9
7

1
,8
9
5

社
会

環
境

シ
ス
テ
ム
研

究
1
3
5

1
5
2

1
1
8

1
6
6

1
5
5

1
6
9

3
0
1

3
0
7

2
8
7

化
学

環
境

研
究

1
7
0

1
8
4

9
9

3
0
2

2
8
9

2
8
1

4
7
2

4
7
3

3
8
0

環
境

健
康

研
究

1
5
2

1
6
8

6
9

1
4
1

1
5
5

1
4
8

2
9
3

3
2
3

2
1
7

大
気

圏
環

境
研

究
7
0

5
7

6
4

1
2
8

1
2
6

1
5
3

1
9
8

1
8
3

2
1
7

水
土

壌
環

境
研

究
1
1
9

1
1
9

1
2
7

1
2
8

1
9
4

1
9
9

2
4
7

3
1
3

3
2
6

生
物

圏
環

境
研

究
1
5
9

1
5
9

1
0
7

1
2
8

9
6

1
2
1

2
8
7

2
5
5

2
2
8

地
球

環
境

研
究

3
1

1
1

4
6

3
7

1
5
6

4
9

3
8

1
6
7

資
源

循
環

・
廃

棄
物

管
理

研
究

1
8

1
3

2
0

4
2

9
2

5
3

6
0

1
0
5

7
3

（
参

考
資

料
）
　
研

究
別

予
算

額
一

覧

区
　
　
　
　
分

合
　
　
　
計

そ
の
他
の
研
究
費

運
営

費
交

付
金
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